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アンケート調査 

スタートアップ 3,311 社に対して

アンケート調査を実施し、366 社から

の回答を得た。 

背景 

スタートアップ企業において、知財を活用した事業戦略の検討・策定が必

要となっており、支援ニーズも高い。 

しかしながら、スタートアップを取り巻く環境を踏まえて、知財面から対

処できる人材はいまだ限られている。  

まとめ 

 スタートアップを支援する外部知財人材には、広い知財専門知識とあわせ

て、一定のビジネス知識も求められる。また、おせっかいでも積極的に提案

する姿勢や、平易な言葉で説明する力、自分事として捉えて伴走するマイン

ド等も必要となる。  

 社内に知財専門人材がいないスタートアップであっても、ビジネスのどの

場面でどのような知財対応が必要かを感じ取れるアンテナが必要となる。  

委員会 

有識者 5 名で構成される委員会を設置し、本調査研究における調査方針や

スタートアップの成長に求められる知財人材のスキル等についての助言を得

た。 

ヒアリング調査 

スタートアップ 21 社、知財人材 21

名、スキルセット有識者 4 名に対し

て、ヒアリング調査を実施した。 

公開情報調査 

スタートアップに必要な知財機能や、知財人材が果たすべき役割の分析を

目的として、公開情報調査を実施した。 

目的 

こうした現状を踏まえて、スタートアップの成長に必要となる知財要素を

明確化し、それを支援する人材に求められる機能・スキル等を検討・整理す

ることを目的とする。  

事例集作成 

各調査結果を踏まえて、スタートアップ支援を志向する外部知財人材およ

び内部人材にとって参考となる情報を、事例集として取りまとめた。  
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Ⅰ．本調査研究の概要 

 

１．調査研究の背景及び目的 

 

革新的技術を事業の核とするスタートアップは、安定的な事業継続のために知

財を活用した事業戦略の検討・策定が不可欠であり、そうしたスタートアップか

らは事業戦略を踏まえた知財面のコンサルテーションのニーズが高い。また、大

学においても、大学における研究成果を大学発スタートアップによる事業化に結

びつけるべく、知財専門人材による事業化を見据えた発明発掘・特許出願戦略に

関する助言・支援が求められている。  

こうした知財に関する助言・支援や業務実施に当たって、それを行う知財人材

は、知財に関する専門的なスキルはもちろんのこと、企業の事業遂行、市場・技

術開発動向、スタートアップ・エコシステム、投資家・金融機関の目線等、種々

の要素を総合的に理解した上での知財戦略策定、特許情報分析、特許価値分析等

のスキルが必要とされる。このように、昨今知財人材に求められる役割が拡大・

多様化してきており、それに伴い、従来知財人材が備えていた専門的なスキルに

加えて、上記のようなスキルやそれらと従来備えていた知財スキルとの融合が求

められていると考えられる。  

これまでに知財に関連するスキル標準として、企業における知財人材の育成策

検討や人材確保等の参考資料として使用可能な「知財人材スキル標準」（経済産

業省）、「知財人材スキル標準 version2.0」（特許庁）、「弁理士スキル標準」（特許

庁）、「URA スキル標準」（文部科学省）が策定・公表されてきた。この中で、「知

財人材スキル標準（ version2.0）」、「弁理士スキル標準」は、権利化や侵害対応、

ライセンス関係といった、いわゆる既存の知財人材が備えるスキルをベースとし

たものである。また、「URA スキル標準」についても、競争的資金獲得に向けた

スキルや知的財産や輸出管理に関する法令の理解等、URA の既存業務をベース

としてスキルを整理したものにとどまっている。加えて、IT 技術の発展に伴い、

テクノロジーを活用した安価・簡便な知財サービスが充実しており、従来は知財

人材が行うとされた業務の一部がこうしたテクノロジーに代替されることも想

定され、知財人材が付加価値を発揮する領域が変化し、必然的に求められるスキ

ルが変化していることも考えられる。  

また、知財人材として活躍を期待される弁理士においても、特許出願件数の減

少・テクノロジーによる代替可能性等の要因もあり、業務領域をコア業務である

大企業に対する出願代理業務のみならず知財コンサルティング業務へと拡大す
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る必要性があることは認識されているものの、そのような人材が十分に供給され

ていない。この一因として、上述したスキルセットの認知やスキル・実務経験を

得るための具体的方法に関する情報が乏しいのではないか、という課題認識があ

る。上述の通り、昨今の知財人材に対する期待は、既存の知財が備える知財の専

門スキルを超え得るところ、それに応えるスキルセットを整理・発信することが、

知財コンサルや特許情報分析等の新たな知財業務に踏み出そうとする知財人材

にとって、自身に必要なスキルを整理するのに役立つものと考えられる。したが

って、本調査研究においては、スタートアップの成長に必要となる知財戦略の役

割の明確化と、当該知財戦略の設計と実装を担う人材に必要な資質及び現在スタ

ートアップ支援で活躍する知財人材がこのような資質を習得するに至った具体

的ステップを検討・整理することを目的とする。  
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２．本調査研究の実施方法 

 

（１）公開情報調査  

 

スタートアップにおける知財意識や、知財人材に求められるスキル、一般的に

人材育成等の文脈で重視されているスキル等を把握する目的で、公開情報調査を

実施した。 

 

（２）国内アンケート調査  

 

 スタートアップにおける知財意識の現状やスタートアップが求める知財人材

のスキル等を把握し、個別のヒアリング対象を選定する目的で、国内スタートア

ップを対象としたアンケート調査を実施した。  

 アンケート調査は、スタートアップ 3,311 社へ配布し、366 社からの回答を得

た。回答方式は、紙媒体・電子媒体・オンライン形式の 3 種類を用意した。 

 

（３）国内ヒアリング調査  

 

スタートアップにおける知財活動の具体的な状況や考え、外部知財人材がスタ

ートアップ支援に際して重視している観点、人材育成・スキル獲得における要点

等を把握する目的で、ヒアリング調査を実施した。  

ヒアリング調査は、合計 46 者に対して実施した。内訳は、スタートアップ 21

者、外部知財人材 21 者、人材育成・スキル獲得に関する活動をしている事業者

等 4 者である。 

 

（４）事例集の作成 

 

主にヒアリング調査結果をもとにして、外部知財人材のスタートアップ支援に

関する事例およびスタートアップの知財活動に関する事例を中心とした事例集

を作成した。  

また、あわせて外部知財人材がスタートアップ支援時に必要となるスキル・マ

インドや、スタートアップが事業成長に際して持っておくべき知財観点を整理し

た資料も作成した。  
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（５）委員会における検討  

 

調査研究に関して専門的な視点からの検討、分析、助言を得るために、本調査

研究に関して専門的な知見を有する者 5 名で構成される委員会を開催した。  

 

（６）調査結果の分析・とりまとめ  

 

前記（１）～（５）の調査・検討結果を総合的に分析し、報告書としてとりま

とめた。  

  

 

 

  



- vi - 

 

Ⅱ．調査結果 

 

１．スタートアップと知的財産 

 

（１）知財活動の状況  

 

 公開情報調査、アンケート調査、ヒアリング調査を通じてスタートアップにお

ける知財状況・意識の把握を実施した。  

 出願、営業秘密管理、調査、契約、ライセンス、侵害対応、社内規程・教育、

知財活動に際して意識している考え方等を中心として調査を実施したところ、一

定数のスタートアップにおいては意識の高さがうかがえたものの、それなりのス

タートアップにおいて意識できていない知財活動が少なくないことが示唆され

た。  

 

（２）知財活動の効果  

 

 一定の知財活動に取り組んでいるスタートアップにおいては、特に競合優位性

やリスク回避、自社の価値理解、投資家からの評価、事業戦略の確度向上という

観点で知財活動の効果を感じられているという回答が多く得られた。  

 一方、数としてはそれほど多くないものの、知財活動を行うことによって期待

をしていたものの現状効果を得られていないという回答も一定数存在しており、

スタートアップにおける的確な知財活用という観点では課題も残っていること

が示唆された。 

 

２．知財人材に求められるスキル・マインド 

 

（１）外部知財人材  

 

 スタートアップ支援で活躍する外部知財人材を中心にヒアリング調査をした

ところ、知的財産に関する広い専門性を前提としつつ、ビジネスに関する一定の

知識も保有していることが有効であるとの示唆が得られた。  

 また、そのような知識・スキルを土台としながら、「自身の役割を限定せず、

何でもやる」というマインド・姿勢や、「おせっかいであっても、そのスタート

アップにとって有益な提案を行う」という積極性、「専門知識のないスタートア
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ップに対して、平易な言葉で説明する」という対応力等に代表されるような、マ

インド・姿勢面での重要性を指摘する声も多くあがっていた。  

 こうした調査結果を踏まえて、本調査研究では具体的に 9 つのスキル・マイン

ドを整理した。  

 

（２）内部人材  

 

 スタートアップ内部には知的財産の専門性を有する人材がいないケースも

多々想定されるところであるが、そのような場合であっても経営者等が自社のビ

ジネスプロセスにおける各段階で、知的財産の話が関係するかもしれないという

感覚（知財アンテナ）を持っておくことの重要性が示唆された。 

 本調査研究では、スタートアップのビジネスプロセスにあわせて 6 つアンテナ

を整理したが、こうしたアンテナを立てたうえで、スタートアップが外部知財人

材と連携して助言を得ながら、自社の経営判断に活かしていく動き方が望ましい

と考えられる。 

 

３．事例集の作成 

 

（１）スキル・マインドおよび知財アンテナの体系整理  

 

本調査研究の一環として、まず外部知財人材に求められるスキル・マインドお

よび内部人材に求められる知財アンテナを体系的に整理したコンテンツを作成

した。  

前者については、本調査研究で整理した 9 つのスキル・マインドそれぞれにつ

いて、具体的にどのようなスキル・マインドがどのような趣旨で求められている

かを記載する構成とした。  

後者については、本調査研究で整理した 6 つのアンテナそれぞれについて、具

体的にどのような場面でどのようなアンテナを立てられることが必要であるか

を記載する構成とした。  
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（２）事例集  

 

 外部知財人材のスキル・マインドおよび内部人材の知財アンテナについて体系

整理した資料とあわせて、具体的にそのようなスキル・マインドおよび知財アン

テナがどのように活用されているかを記載した事例集を作成した。  

 作成に際しては、外部知財人材のヒアリング調査結果およびスタートアップの

ヒアリング調査結果を参考とし、外部知財人材と内部人材それぞれのパートに分

けて整理した。  

 

４．まとめ 

 

 各種調査結果および委員会での検討を踏まえて、「外部知財人材に求められる

スキル・マインド」と「内部人材に求められる知財アンテナ」という観点で取り

まとめを実施した。  

 また、本調査研究ではスキル等の体系整理を中心として実施したところである

が、今後この調査結果を社会実装へと移行させるにあたり、スキル等の定着にも

目を向けていく必要があるという示唆があった。具体的には今後の検討課題とな

るが、例えば本調査結果をまずは知るための段階から始まり、その次にそれを体

験する段階があり、さらにその先に他者へそれを教えられる段階があるとの示唆

が得られた。今後、こうした機会を提供していくことを含めて施策検討していく

余地がある。 
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I ．  調査研究の概要  

 

１．  背景及び目的  

 

革新的技術を事業の核とするスタートアップは、安定的な事業継続のために知

財を活用した事業戦略の検討・策定が不可欠であり、そうしたスタートアップか

らは事業戦略を踏まえた知財面のコンサルテーションのニーズが高い。また、大

学においても、大学における研究成果を大学発スタートアップによる事業化に結

びつけるべく、知財専門人材による事業化を見据えた発明発掘・特許出願戦略に

関する助言・支援が求められている。  

こうした知財に関する助言・支援や業務実施に当たって、それを行う知財人材

は、知財に関する専門的なスキルはもちろんのこと、企業の事業遂行、市場・技

術開発動向、スタートアップ・エコシステム、投資家・金融機関の目線等、種々

の要素を総合的に理解した上での知財戦略策定、特許情報分析、特許価値分析等

のスキルが必要とされる。このように、昨今知財人材に求められる役割が拡大・

多様化してきており、それに伴い、従来知財人材が備えていた専門的なスキルに

加えて、上記のようなスキルやそれらと従来備えていた知財スキルとの融合が求

められていると考えられる。  

これまでに知財に関連するスキル標準として、企業における知財人材の育成策

検討や人材確保等の参考資料として使用可能な「知財人材スキル標準」（経済産

業省）、「知財人材スキル標準 version2.0」（特許庁）、「弁理士スキル標準」（特許

庁）、「URA スキル標準」（文部科学省）が策定・公表されてきた。この中で、「知

財人材スキル標準（version2.0）」、「弁理士スキル標準」は、権利化や侵害対応、

ライセンス関係といった、いわゆる既存の知財人材が備えるスキルをベースとし

たものである。また、「URA スキル標準」についても、競争的資金獲得に向けた

スキルや知的財産や輸出管理に関する法令の理解等、URA の既存業務をベース

としてスキルを整理したものにとどまっている。加えて、IT 技術の発展に伴い、

テクノロジーを活用した安価・簡便な知財サービスが充実しており、従来は知財

人材が行うとされた業務の一部がこうしたテクノロジーに代替されることも想

定され、知財人材が付加価値を発揮する領域が変化し、必然的に求められるスキ

ルが変化していることも考えられる。  

また、知財人材として活躍を期待される弁理士においても、特許出願件数の減

少・テクノロジーによる代替可能性等の要因もあり、業務領域をコア業務である

大企業に対する出願代理業務のみならず知財コンサルティング業務へと拡大す
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る必要性があることは認識されているものの、そのような人材が十分に供給され

ていない。この一因として、上述したスキルセットの認知やスキル・実務経験を

得るための具体的方法に関する情報が乏しいのではないか、という課題認識があ

る。上述の通り、昨今の知財人材に対する期待は、既存の知財が備える知財の専

門スキルを超え得るところ、それに応えるスキルセットを整理・発信することが、

知財コンサルや特許情報分析等の新たな知財業務に踏み出そうとする知財人材

にとって、自身に必要なスキルを整理するのに役立つものと考えられる。したが

って、本調査研究においては、スタートアップの成長に必要となる知財戦略の役

割の明確化と、当該知財戦略の設計と実装を担う人材に必要な資質及び現在スタ

ートアップ支援で活躍する知財人材がこのような資質を習得するに至った具体

的ステップを検討・整理することを目的とする。  
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２．  本調査研究の実施方法  

 

（１）  公開情報調査  

 

スタートアップにおける知財意識や、知財人材に求められるスキル、一般的に

人材育成等の文脈で重視されているスキル等を把握する目的で、公開情報調査を

実施した。  

 

（２）  国内アンケート調査  

 

 スタートアップにおける知財意識の現状やスタートアップが求める知財人材

のスキル等を把握し、個別のヒアリング対象を選定する目的で、国内スタートア

ップを対象としたアンケート調査を実施した。  

アンケート調査は、スタートアップ 3,311 社へ配布し、366 社からの回答を得

た。回答方式は、紙媒体・電子媒体・オンライン形式の 3 種類を用意した。 

 

（３）  国内ヒアリング調査  

 

スタートアップにおける知財活動の具体的な状況や考え、外部知財人材がスタ

ートアップ支援に際して重視している観点、人材育成・スキル獲得における要点

等を把握する目的で、ヒアリング調査を実施した。  

ヒアリング調査は、合計 46 者に対して実施した。内訳は、スタートアップ 21

者、外部知財人材 21 者、人材育成・スキル獲得に関する活動をしている事業者

等 4 者である。  

 

（４）  事例集の作成  

 

主にヒアリング調査結果をもとにして、外部知財人材のスタートアップ支援に

関する事例およびスタートアップの知財活動に関する事例を中心とした事例集

を作成した。  

また、あわせて外部知財人材がスタートアップ支援時に必要となるスキル・マ

インドや、スタートアップが事業成長に際して持っておくべき知財観点を整理し

た資料も作成した。  
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（５）  委員会における検討  

 

調査研究に関して専門的な視点からの検討、分析、助言を得るために、本調査

研究に関して専門的な知見を有する者 5 名で構成される委員会を開催した。  

 

（６）  調査結果の分析・とりまとめ  

 

前記（１）～（５）の調査・検討結果を総合的に分析し、報告書としてとりま

とめた。  
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II ．  スタートアップと知的財産  

 

１．  スタートアップの知財活動  

 

本調査研究を実施するにあたり、まずは公開情報等からスタートアップの知財

活動状況等に関する概要把握を実施した。公開情報調査 1に際しては、スタート

アップの成長段階（シード・アーリー・ミドル／エクスパンション・レイター）

およびビジネス機能（事業戦略・知財法務・資金・人材等）の観点を意識して整

理を試みた。  

 

分類  概略  

事業戦略  

＜理想的な活動例＞  

〇事業およびビジネスモデルの明確化  

 自社技術の強み、開発段階、顧客ニーズとの相性、市場性を

考慮して、優先度の高い事業を明確化することが重要。  

 その発明がどのような事業のどの部分で活用される価値が

あり、その活用のためにはどのようなビジネスモデルが必

要かを検討することが必要。  

 自社のコア領域を特定して、オープン化（技術公開・標準化・

規制化）する協調領域とクローズド化（ブラックボックス

化・知財化）する競争領域について事業戦略を構築する。  

〇競合調査の実施  

 市場参入の可能性のある他社の製品・サービス・特許の動向

を調査することが必要。  

〇パートナーの探索  

 業務提携の可能性のある他社の製品・サービス・特許を調査

し、アライアンスの可能性を検討する。  

 

＜現状および課題例＞  

〇提供価値の明確化  

 技術シーズはあるが、自社の製品・サービスにおける顧客へ

の提供価値が不明瞭になっているケースがある。  

 技術シーズがあるにも関わらず、それが事業化に繋がって

 
1  参考とした公開情報は、資料編に記載する。  
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いない可能性がある。  

知財・法務  

＜理想的な活動例＞  

〇事業に貢献する出願  

 段階的に特許化することで、製品の独占期間を実質的に長

期化する考え方も必要。  

 既存の特許で抑えられていない事業範囲を抑えられるよう

に追加出願する。  

 最初の出願後 1 年以内に、自社製品・サービスにおいて重要

な改善・変更があった場合は、事業を的確に保護するために

特許出願の内容を修正する。  

 社名や商品やサービス名を差別化し、守るための権利とし

て商標権や意匠といった知的財産権を取得しておく。  

 

〇他社の知財調査・分析  

 他社の出願内容や審査状況や拒絶理由を分析して、自社の

出願戦略に活かす。  

 事業のコアとなる部分に関して、早期に予備的な先行技術

調査を行っておき、ＩＰＯ前、大規模な投資を受ける前、

大々的に広告を打つ前等に、徹底的なクリアランス調査を

行う。  

 

〇新規性喪失に対する意識・感覚  

 新規性喪失の例外規定の適用、NDA、プレスリリースを活用

しながら、新規性を喪失しないように発明の情報開示をコ

ントロールする。  

 

〇権利帰属の考え方  

 権利帰属の問題が起きないように、創業者が特許を受ける

権利を企業に譲渡することを定める。  

 役員や従業員が業務中に開発した特許を受ける権利を企業

に譲渡するように職務発明規定を定めておく。  

 

〇契約マネジメント  

 契約交渉のセオリーを把握し、譲歩できる条件を整理して、
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相手方と良好な関係性を維持しながら、契約交渉を進める。 

 

〇知財体制整備  

 企業の各フェーズに応じて知財設備環境を整備する。（弁理

士への委託、知財人材の獲得、知財系 IT ツールの活用）  

 

＜現状および課題例＞  

〇特許出願  

 既存の特許では自社のコア技術を十分に守り切れていない

ケースがある。  

 

〇他社の特許調査・分析  

 自社で開発予定の製品やコア技術に関連する他社特許の調

査結果の活用方法がわからない。  

 特許出願しない場合や特許出願に関心のない場合、あるい

は資金を抑えるために、先行技術調査を行っていない場合、

自社の技術が他社の特許を侵害していることに気が付かな

い。  

 

〇営業秘密管理  

 外部に製造を委託する場合等に、ノウハウを秘匿するのか

権利化するかの見極めができない。  

 発明の新規性を喪失しない形で情報を開示して投資家、顧

客、提携先の理解を獲得することが難しい。  

 

〇権利帰属の問題  

 大学や共同研究の成果に関する権利の帰属が問題になるこ

とがある。  

 

〇契約  

 受注、請負、共同研究、共同開発等での契約における条件や

文言の検討ができていない。  

体制・人材  
＜理想的な活動例＞  

〇パートナーの巻き込み  
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 実証実験のパートナー、市場化のパートナー、ライセンサ

ー、ライセンシー等、事業化に適切な提携先へ早期にコンタ

クトして連携する。  

 

○専門家の活用  

 知財等の専門家を、外部人材としてではなく、株主、従業員、

取締役、あるいは顧問等の立場としてまきこみ、コミュニケ

ーションの密度を高めることも有用である。  

 知財専門家を 1 名雇用するほどの業務がない場合に、副業

として社内に知財専門家を確保する方法もある。  

 特許庁への代理業務を行う専門家とは別に、知財戦略や方

針の決定等の社内で確保したい知財専門家の機能を外部の

知財専門家に依頼して、セカンドオピニオンを取得できる

体制を構築する。  

 出願業務を依頼する弁理士事務所に対して、特許庁への代

理業務とは別に、顧問契約やタイムチャージの形態で戦略

検討の業務を依頼する。  

 

＜現状および課題例＞  

〇人材確保  

 スタートアップでは、特に早いステージの段階において内

部で知財戦略を構築できる人材を抱えることは難しい。ま

た、事業形態や事業フェーズに応じた外部の適切な人材を

探索することも困難となるケースがある。  

 

〇情報共有不足による機会等損失  

 自社の知財について社内（経営層⇔知財担当者⇔技術開発

者）の情報共有が不十分で、権利化の機会を喪失してしま

う。  

 

〇知見の不足  

 スタートアップ内部に知財の専門知識を持った人材がおら

ず、弁理士に依頼して得られたアウトプットが正しいのか、

依頼の仕方が正しかったのかを把握できない。  
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スタートアップにおいては、知財面だけではなく事業面を含めて広範な課題に

直面していることが通常であり、またそうした課題が日々刻々と新たに顕在化し

てきていることがうかがえる。  

ここで、公開情報調査結果をもとに、スタートアップの成長段階に応じた知財

活動の例を整理した 2。ただし、これは業態や直面する優先課題等によって当然

変わるものであり、あくまでもイメージとして整理した一例である。  

 

図表  II-1 スタートアップの成長段階に応じた知財活動の例  

 

  

 
2  スタートアップの成長段階に応じた知財活動については、以下文献で詳細に分析・整理されている。  

大谷寛「ゼロからの知財戦略 －スタートアップの考え方から学ぶ－」知財管理、Vol. 71,  No. 5

（ 2021）  

シード アーリー ミドル レイター

⚫ コア技術についての出願検討

⚫ 商標調査
⚫ 商標登録出願検討

⚫ 他社との契約に際して知財面からも検討

⚫ 追加の出願検討

⚫ クリアランス調査

⚫ 営業秘密管理の方針検討 ⚫ 社内知財体制整備

⚫ 職務発明規程の整備検討

※あくまでもイメージであり、必要性やタイミングは個別に検討する必要がある
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２．  スタートアップの知財意識  

 

（１）  出願  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、スタートアップが出願に取り

組んだ時期として、特許についてはシード期が多い傾向にある。また、アーリー

期以降も一定程度継続的に取り組んでいる様子がうかがえる。  

 意匠については、全体を通して少ない数字となっているが、レイター期にやや

増加している。  

 また、商標については全体を通して一定の数字となっているが、レイター期に

増加する傾向が見られた。  

 

図表  II-2 出願に取り組んだ時期  
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 出願を検討する際の相談先として、特許については弁理士が最も多く 84.6%と

なった。意匠や商標についても弁理士が最も多いが、特許と比較すると自社で実

施するケースも多くなっている。  

 

 

図表  II-3 出願検討時の相談先  

 

 

 

 特許・実用新案・意匠・商標で出願をしていないものがあるスタートアップか

らは、出願をしていない理由として「認識はしていたが自社には関係ない種類の

知的財産であると判断した」という回答が最も多く、 65%を占めた。  
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図表  II-4 出願していない理由（特許・実用新案・意匠・商標で出願していない

ものがあるスタートアップからの回答）  

 

 

その他、出願をしていない理由について、アンケート調査では自由回答として

次のようなコメントが得られている。例えば、権利化による効果に対する懸念を

有しているケースや、社内に権利化の対象がないと考えているケースが確認され

た。  

 

【アンケート調査での自由回答例（出願をしていない理由）】  

＜これから検討予定＞  

 特許ポートフォリオ等の明確な戦略がなく、今後策定を進めていく。  

 

＜出願・権利化の効果や影響に対する検討の結果＞  

 出願の検討は行ったが、アルゴリズムの特許でどこまで抑止力があるかど

うかがわからなかったため、検討を止めた。  

 出願を検討中だが、内容を公開することでコピーができるようなら出願は

しない予定。  

 

＜対象となるものがないと考えている＞  

 出願すべき知的財産がまだ発生していなかった。  

 技術革新を行う会社ではない。  

 現時点ではまだその段階にないと判断した。  

 

 

5%

65%

14%

1%

4%

11%

(n=196)

そのような種類の知的財産があることを認識していな

かった

認識はしていたが自社には関係ない種類の知的財産

であると判断した

認識はしていたが戦略上あえて出願しない方法を選

んだ

出願をしたいと考えていたが相談できる人が見つからな

かった

出願したいと考えていたが費用面で断念した

その他
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＜リソースが不足＞  

 検討する時間をさけなかった。  

 

一方で、ヒアリング調査においては、出願関連のコメントとしてスタートアッ

プから次のようなコメントが得られている。例えば、ビジネス構想の中に出願・

権利化を位置づけて活動している例や、リスク回避の一環として商標登録出願に

取り組んでいる例が確認された。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（出願関連）】  

＜ビジネス構想の中に出願・権利化を位置づける＞  

 シード・アーリー段階でこれから自分たちの技術を世に出していこうとい

う段階においては、とにかく今持っている技術・将来構想を権利化して調

達につなげていくことが重要。  

 どのような部分を知財として守るのか、守れるのか。パートナー戦略を進

めるにあたりどのような形で権利を守っていく必要があるのか。これらは

無視できないポイントである。  

 新たな知を創出するスタートアップにとっては、その知を知的財産と捉え

て何らかの手当てをすることは大変重要であろう。  

 

＜複合的に出願＞  

 一つの技術に対して、複数の特許出願を行い、ひとつの特許を破られたら

他の特許でカバーするという出願のやりかたをしている。  

 

＜リスク回避のための商標登録出願＞  

 IPO に向けた準備の一環として、会社名、サービス名、ロゴについてパテン

トトロール対策で商標出願を行った。  

 

＜商標でブランドを守る＞  

 商標権を取得していたことで当社のブランディングを保護できたことがあ

る。知的財産に取り組んできた意味を感じられた。  

 

（２）  営業秘密管理  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、営業秘密管理については技術
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情報・営業情報 3ともに、一定数のスタートアップが全体の時期を通して継続的

に取り組んでいる様子がうかがえる。なお、技術情報・営業情報ともにエクスパ

ンション期において、一旦やや意識が下がる傾向にあるものの、レイター期で再

度意識が高まる傾向がある。  

 

図表  II-5 営業秘密管理を意識して取り組んだ時期  

 

 

 営業秘密管理を検討する際の相談先として、自社で実施するというケースが技

術情報・営業情報ともに最も多く、70%弱がそのように回答している。外部へ相

談する際は、技術情報・営業情報ともに弁護士が多く、 20%前後となっている。 

 

図表  II-6 営業秘密管理検討時の相談先  

 

 

 技術情報あるいは営業情報を対象とした営業秘密管理に取り組んでいないス

タートアップについて、その理由として「そのような管理方法があることを認識

 
3  営業秘密情報の区分けについては、以下の経済産業省資料を参考として分類した。  

経済産業省知的財産政策室「情報管理も企業力～秘密情報の保護と活用～秘密情報の保護ハンドブッ

クのてびき」  

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/170607_hbtebiki.pdf  (最終アクセス 2023 年 3 月

13 日 ) 
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https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/170607_hbtebiki.pdf
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していなかった（17%）」「認識はしていたが自社にそのような情報がないと判断

した（36%）」「認識はしていたが対応の優先度が低いと判断した（ 34%）」という

回答が多くなっている。  

 そもそも認識していないスタートアップが一定数存在することについては周

知の必要性が示唆される一方、認識はしているものの取り組んでいないと回答し

ているスタートアップが存在することに対しては意識啓発の必要性も示唆され

るところである。  

 

図表  II-7 の営業秘密管理に取り組んでいない理由（技術情報もしくは営業情報

の営業秘密管理に取り組んでいないスタートアップからの回答）  

 

 

その他、営業秘密管理をしていない理由について、アンケート調査では自由回

答として次のようなコメントが得られている。必要性を感じていないという趣旨

のコメントや、これから着手予定というコメントが確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（営業秘密管理をしていない理由）】  

＜必要性が低いと認識している＞  

 まだ人員数が少なく、必要性に乏しい。  

 

＜これから検討予定＞  

 ようやく営業活動が活発になって来た段階であり、今後秘匿する価値のあ

17%

36%

34%

5%

8%

(n=88)

そのような管理方法があることを認識していなかった

認識はしていたが自社にそのような情報がないと判断

した

認識はしていたが対応の優先度が低いと判断した

取り組みたいと考えていたが相談できる人が見つから

なかった

その他
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る情報が増える。  

 

一方で、ヒアリング調査においては、営業秘密関連のコメントとしてスタート

アップから次のようなコメントが得られている。営業秘密としてブラックボック

スにする対象の選定基準を社内検討しているというコメントが多く得られた。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（営業秘密管理関

連）】  

＜ブラックボックスにする領域の判断基準を検討＞  

 「秘匿管理機能」についても、どの領域を出願して、どの領域は出願しない

かの大きな方向性は最初に決めておき、その後で徐々にブラッシュアップ

していった。  

 カバレッジが広い権利範囲で特許をとれるのであれば、製造工程も権利化

することはあるが、他社が容易に回避できるようなものであればノウハウ

として秘匿する。  

 技術情報管理においては、「どういったデータを使えるか」「どのような権

利があるのか」洗い出し、外に出していく情報、内部で秘匿化する情報を切

り分けしている。  

 構造に関するような、リバースエンジニアリングでわかってしまう部分に

ついては権利化を考えるが、中身の解析方法等についてはリバースエンジ

ニアリングではわからないので、秘匿化を考えるようにしている。  

 

（３）  調査  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、知財調査を実施した時期とし

て、特許については全体を通じて一定程度取り組まれており、特にレイター期で

意識が増加する傾向が見られた。  

 特許と比べると、実用新案、意匠、商標についてはやや意識が低い傾向にある。  
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図表  II-8 調査を実施した時期  

 

 

 

 調査を実施する際の相談先として、自社で実施するというケースと弁理士に相

談するというケースが大半であった。スタートアップに対するヒアリング調査の

中でも、まずは社内で簡易に調査を行う、出願を進める際には弁理士にも依頼す

るというコメントがあったことから、そのような使い分けをしているスタートア

ップが一定数存在しているものと推察される。  
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図表  II-9 調査を実施した際の相談先  

 

 

 

 特許・実用新案・意匠・商標のいずれかを対象とした調査に取り組んでいない

スタートアップについて、その理由として「認識はしていたが、実施する必要は

ないと判断した（69%）」という回答が多くなっている。  

 

図表  II-10 調査を実施していない理由（特許・実用新案・意匠・商標のいずれ

かについて調査をしていないスタートアップからの回答）  
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その他、調査をしていない理由について、アンケート調査では自由回答として

次のようなコメントが得られている。重要性が低いと考えている例が確認された

ほか、リソース不足の問題を指摘する例も確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答例（調査をしていない理由）】  

＜重要性・必要性が低いと考えている＞  

 実施しても事業運営上重要ではないと考えている。  

 実施したいと考えていたが対応の優先度が低いと判断した。  

 

＜今後検討予定＞  

 今後本格的な取組を検討。  

 

＜リソースが不足＞  

 人的リソースの関係から劣後。  

 

 なお、同じくアンケート調査の自由回答において、調査に取り組んでいるスタ

ートアップからは、 J-PlatPat、WIPO IP Portal、Cotobox、Google Patent、Toreru、

Brand Mark Search、Patentfield、パテント・インテグレーション、PatentSQUARE、

Global Brand Database、Orbit Intelligence、TMview、CyberPatent Desk、CKS web、

Shareresearch、Espacenet、Patsnap、PatBase、Patentscope 等を使用しているとのコ

メントがあった。  

 

一方で、ヒアリング調査においては、調査関連のコメントとしてスタートアッ

プから次のようなコメントが得られている。研究開発戦略や事業戦略の策定時に

調査を実施している例や、新たな商品・サービス名を考える際に調査を実施して

いる例が確認された。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（調査関連）】  

＜広い目線で知財情報を調査・分析＞  

 出願前の先行技術調査だけでなく、特許ポートフォリオを構築する際に、

同業他社がどのようなタイミングで出願し、その出願が投資家にどのよう

な影響を与えたかを見ている。  
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＜研究開発戦略や事業戦略の策定に活用＞  

 自社で知財調査に取り組んだこともあり、他社の開発動向を把握した上で、

研究開発戦略や事業戦略の策定に取り組んでいる。  

 研究開発着手前の調査により技術動向を把握した上で、新規性・進歩性の

ある技術を開発し、開発した技術を戦略的に権利化するといった一連の流

れを知財目線で一貫させられたことは役立っている。  

 研究開発のスタート時点で、論文だけでなく知財調査も可能な範囲で実施

している。  

 研究開発の方向性を考えていく際に、他社の出願状況を概観しながら戦略

的にポジショニングしていく必要があるため、当然の活動として調査を実

施している。  

 

＜商品・サービス名を考える際に調査を実施＞  

 商品・サービス名を考える際に、似たようなものがないかを事前に調べる

ようにしている。  

 新たにサービスを検討する際には、必ず商標調査を行うようにしている。

例えば、営業資料等で使用しようと思っている言葉等について、他社が権

利を取得しているとリスクになってしまうため、可能な限りリリース前に

調査を行うようにしている。  

 

 

（４）  契約  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、知財関連の契約として、秘密

保持契約については全体を通じて経験があることがうかがえる。  
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図表  II-11 契約を実施した時期  

 

 

 

 

 契約検討時の相談先として、自社で対応しているケースが多く確認されるほか、

ライセンス契約や PoC 契約、共同開発契約については弁護士に相談しているケ

ースも一定程度確認された。  
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図表  II-12 契約検討時の相談先  

 

 

 

 

 いずれかの契約を実施していないスタートアップについて、その理由としては

「該当する機会がなかった（68%）」という回答が最も多かった。  
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図表  II-13 契約を実施していない理由（いずれか契約をしていないスタートア

ップからの回答）  

 

 

なお、アンケート調査の自由回答において、契約締結等の際に CloudSign、

Docusign、LegalForce 等のツールを活用している例が確認された。  

また、契約書のひな形として、経済産業省や特許庁が提供している文書を活用

している例が確認されたほか、LEGAL LIBRARY を活用している例も確認された。 

 

一方で、ヒアリング調査においては、出願関連のコメントとしてスタートアッ

プから次のようなコメントが得られている。いずれも、契約面からも自社の知的

財産を守るという視点で検討している点が特徴である。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（契約関連）】  

＜契約で自社の権利を守る＞  

 「契約機能」も割と早い段階から考えていて、契約書の中で知財条項をど

う入れるかというポイントを決めていた。  

 他社・大学と共同開発を行う際、将来的に自社の権利を守るために契約を

しっかりとしておく必要がある。  

 共同研究をどういう目的でやるのか、成果をどう扱うか、秘密情報をどう

扱うか等、ディープテック企業は契約と知財を切り離せない。  

 

68%4%

21%

1% 1% 2% 3%

(n=177)

該当する機会がなかった

そのような契約が必要であることを認識していなかった

認識はしていたが実施する必要がないと考えた

実施したいと考えていたがやり方がわからなかった

実施したいと考えていたが相談できる人が見つからな

かった
実施したいと考えていたが費用面で断念した

その他
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（５）  ライセンス  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、ライセンスインの経験につい

ては全体を通して 10～20%弱程度であった。ライセンスアウトについては、レイ

ター時に数字が大きくなる傾向が確認され、27.9%となった。  

 

図表  II-14 ライセンスイン・ライセンスアウトを実施した時期  

 

 

 ライセンスの対象となった権利について、ライセンスインでは特許が最も多く、

またライセンスアウトでも特許が最も多くなっているが、商標についても一定数

が確認された。  

 

図表  II-15 ライセンスの対象権利（ライセンス経験のあるスタートアップから

の回答）  

 

 

 ライセンス検討時の相談先として、ライセンスイン・ライセンスアウトともに

自社で実施が最も多いが、弁護士に相談しているケースも多く見られた。  
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レイター時

(n=43)
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ライセンスイン
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0.0%

27.9%

19.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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その他

(n=61)

ライセンスアウト
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図表  II-16 ライセンス検討時の相談先  

 

 

 ライセンスを実施していないスタートアップについて、その理由として「認識

はしていたが、実施する必要はないと判断した（71%）」という回答が最も多くな

っている。  

 

図表  II-17 ライセンスを実施していない理由（ライセンスインもしくはライセ

ンスアウトをしていないスタートアップからの回答）  

 

 

その他、ライセンスをしていない理由について、アンケート調査では自由回答

として次のようなコメントが得られている。そもそも機会がないというコメント

も多く得られた一方で、ライセンス先が見つからないというコメントや、自社内

67.0%

28.9%

45.4%

9.3%

1.0%

9.3%

0% 20% 40% 60% 80%

自社で実施

弁理士

弁護士

公的支援機関

民間支援機関

その他

(n=97)

ライセンスイン

67.2%

27.9%

55.7%

6.6%

0.0%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80%

自社で実施

弁理士

弁護士

公的支援機関

民間支援機関

その他

(n=61)

ライセンスアウト

10%

71%

2%

2%

2%

13%

(n=241)

そのような方法があることを認識していなかった

認識はしていたが、実施する必要はないと判断した

実施を考えていたが、やり方がわからなかった

実施を考えていたが、相談できる人が見つからなかった

実施を考えていたが、費用・交渉面で断念した

その他
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でライセンス対象を選定できていないというコメントも確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答（ライセンスをしていない理由）】  

＜ライセンス先が見つからない＞  

 適切なライセンス先が見つかっていない。  

 

＜ライセンス対象を選定できていない＞  

 ライセンス対象そのものが特定できていない。  

 

＜必要とする機会がない＞  

 ライセンスイン・アウトの機会が発生していない。  

 該当する機会がない。  

 

＜まだその段階にない＞  

 まだその段階に至っていないため。  

 

一方で、ヒアリング調査においては、ライセンス関連のコメントとしてスター

トアップから次のようなコメントが得られている。ビジネスモデル的に出口とし

て常にライセンスを念頭に置いているというコメントや、ライセンスできる権利

を保有していることが VC 等からの評価につながるというコメントが確認され

た。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（ライセンス関連）】 

＜出口としてライセンスを考慮＞  

 当社は最終製品をつくるわけではないので、出口としては共同開発先への

ライセンスが想定される。したがって、出願等を検討する際にも、最後のラ

イセンスも見据えながら組み立てていくことになる。  

 

＜ライセンスできる権利を保有していることが評価につながる＞  

 ライセンスできるものを保有している、ということが VC 等から評価して

もらう際のエビデンスとして有効に機能する。  
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（６）  侵害対応  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、他社に警告等を実施した時期

はレイター期が最も多く、 20.9%となった。また、他社から警告等を受けた時期

についてもレイター期が最も多く、7.0%となっている。  

 

図表  II-18 侵害対応を実施した時期  

 

 

 侵害対応の対象となった権利は、他社へ警告するケースでは商標が最も多く

60.7%となっている。一方、他社から警告等を受けるケースでは特許が最も多く

55.0%となっている。  

 

図表  II-19 侵害対応の対象となった権利（侵害対応の経験があるスタートアッ

プからの回答）  

 

 

 侵害対応時の相談先として、他社に警告等を実施する際は自社で対応もしくは

弁護士に相談するケースが多かった。一方、他社から警告等を受けた際の対応は、

弁護士に相談するケースが多かった。  
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5.0%
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特許
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図表  II-20 侵害対応時の相談先  

 

 

侵害対応（他社への警告等に限定）を実施していないスタートアップについて、

その理由として「警告等を要する状況が発生していない（ 96%）」という回答が最

も多くなっている。なお、1%ではあるものの、「警告等を要する状況が発生した

が、実施できなかった」という回答もあった。  

 

図表  II-21 侵害対応を実施していない理由（他社への警告等を実施していない

スタートアップからの回答）  

 

 

その他、侵害対応をしていない理由について、アンケート調査では自由回答と

して次のようなコメントが得られている。集計結果のとおり、そもそもそのよう
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3%

(n=327)

警告等を要する状況が発生していない

警告等を要する状況が発生したが、実施できなかった

その他
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な機会がないということが多いものの、一方で警告するための明確な証拠を把握

できていないというコメントや、工数・費用等のリソースの問題に関するコメン

ト、相手先からの反論を受けてうやむやになった等のコメントが確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答（侵害対応をしていない理由）】  

＜決め手に欠ける＞  

 明確な証憑を把握できないため。  

 

＜リソースの問題＞  

 手続きが面倒。  

 全体に侵害を調べるだけで費用が掛かるため難しい。  

 

＜時機を逸した＞  

 商標の侵害があったがタイミングを逸した。  

 

＜相手先からの反論＞  

 侵害していないと反発してきたため、うやむやになった。  

 

一方で、ヒアリング調査においては、侵害対応関連のコメントとしてスタート

アップから次のようなコメントが得られている。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（侵害関連）】  

＜社内体制を整備中＞  

 警告はまだ発生していない。侵害対応に向けた社内教育は進めている。  

 

＜警告を実施＞  

 お客様からの連絡がきっかけで、他社が当社の商標をそっくりそのまま使

っているホームページを発見した。どのような対応が考えられるか、どの

ような対応をするかについて、顧問弁護士に相談して、まずは通知書を送

ることにした。当社の商標権を侵害している旨を通知すると、そのホーム

ページは削除された。  

 

 

 



- 30 - 

 

（７）  社内規程・教育  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、営業秘密管理規程については

レイター期での実施が増加傾向になった。また、職務発明規程については、シー

ド期から取り組んでいるスタートアップも一定数見られる。社内の知財教育につ

いては、やはりレイター期に増加する傾向が見られた。  

 

図表  II-22 社内規程・教育の整備運用に取り組んだ時期  

 

 

 

 社内規程・教育の整備運用検討時の相談先として、営業秘密管理規程および職

務発明規程については自社で実施するケースが多いものの、弁護士に相談するケ

ースも一定数見られた。社内の知財教育については、自社で実施しているケース

が多い。  
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図表  II-23 社内規程・教育の整備運用検討時の相談先  

 

 

 

 社内規程整備・知財教育を実施していないスタートアップについて、その理由

として「整備を考えていたが、優先度が低く後回しになっている（ 46%）」という

回答が最も多かった。  

 

図表  II-24 社内規程整備・知財教育を実施していない理由（営業秘密管理規程

整備・職務発明規程整備・知財教育のいずれかを実施していないスタートアップ

からの回答）  
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6%
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そのような考え方があることを認識していなかった

認識はしていたが、自社には必要ないと判断した

整備を考えていたが、やり方がわからなかった

整備を考えていたが、相談できる人が見つからなかった

整備を考えていたが、優先度が低く後回しになってい

る

その他
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その他、規程整備・知財教育をしていない理由について、アンケート調査では

自由回答として次のようなコメントが得られている。現時点で必要性を感じてい

ないというコメントや、リソース不足を指摘するコメントがあった一方で、社内

の他の規程等で当該内容をカバーしているとうコメントも確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答（規程整備・知財教育をしていない理由）】  

＜必要性を感じていない＞  

 人員が少なく、現時点では特に必要ない。  

 社員がいまのところ 1 名のため、実施の必要がないとの認識である。  

 

＜これから実施予定＞  

 現在各規程について準備しているところである。  

 

＜他の規程等でカバーしている＞  

 就業規則に秘密情報管理の順守について記載している。  

 規程ではなく、入社手続きの段階で誓約書を提出させる運用としている。  

 雇用契約書に盛り込んでいる。  

 

＜リソース不足＞  

 リソースその他であと回しになっているがスポットで良いサービスがあれ

ば積極的に利用したい。  

 

一方で、ヒアリング調査においては、規程整備・知財教育関連のコメントとし

てスタートアップから次のようなコメントが得られている。早期から知財教育を

実施している例や、社内で知財関連の勉強会を開催している例が確認された。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（社内規程・教育関

連）】  

＜早期に着手するべきであった＞  

 技術者への知財教育はもう少し早い段階から始めても良かったと感じてい

る。特許を出すことによってどのようなメリットがあるのかを技術者に理

解してもらい、技術者から自発的に「これは特許になるのではないか」「こ

れは特許にしておいたほうがよいのではないか」と言ってもらえるのが理
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想。  

 

＜早期から知財教育を実施＞  

 シード段階から知財教育（開発メンバーへの意識醸成、発明報告フォーマ

ットの整備等）をしている。  

 

＜社内で勉強会を開催＞  

 勉強会を不定期で開催している。その時々で社内において話題になってい

るテーマについて、知財観点で勉強する会を開催している。  

 勉強会の開催に際しては、ざっと気になる判例等を見るようにしている。

そのうえで特徴的な事例を題材として「最近、大手の会社はこのような論

点で裁判になっているようだ」というような情報共有をしている。そうす

ると、従業員の知財意識が高まるように感じている。  

 知財関連の重要な情報については都度内部で周知するようにしている。  

 

 

（８）  知財活動時に意識している考え方  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、知財活動時に意識している考

え方のうち、 IP ランドスケープやオープン＆クローズについては比較的早期の

シード段階から考えているスタートアップが存在した。  
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図表  II-25 各種考え方を意識して取り組んだ時期  

 

 

 

 各種考え方に沿った検討を行う際の相談先については、いずれも自社で実施し

ているケースが多かったが、 IP ランドスケープやオープン＆クローズについて

は弁理士に相談するケースも一定程度見られた。  
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17.8%
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16.3%
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レイター時
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デザイン経営



- 35 - 

 

図表  II-26 各種考え方を検討する際の相談先  

 

 

 

 各種考え方に沿った活動を実施していないスタートアップについて、その理由

として「そのような考え方があることを知らなかった（ 48%）」という回答が最も

多かった。  

 

図表  II-27 IP ランドスケープ・オープン＆クローズ・デザイン経営を実施して

いない理由（ IP ランドスケープ・オープン＆クローズ・デザイン経営のいずれか

を実施していないスタートアップからの回答）  

 

75.8%

30.0%

10.0%

10.8%

7.5%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社で実施

弁理士
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民間支援機関
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民間支援機関
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(n=63)

デザイン経営

48%

34%

7%

3%

3%

5%

(n=252)

そのような考え方があることを認識していなかった

認識はしていたが、自社には必要ないと判断した

取り入れたいと考えていたが、やり方がわからなかった

取り入れたいと考えていたが、相談できる人が見つから

なかった

取り入れたいと考えていたが、コスト面で断念した

その他
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その他、このような考え方を取り入れていない理由について、アンケート調査

では自由回答として次のようなコメントが得られている。リソース不足から対応

できていないコメントが確認されたほか、優先度が低いと判断しているコメント

も確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答（各種考え方を取り入れていない理由）】  

＜リソース不足＞  

 取り組む予定だが、その他の整備に追われて対応ができていない。  

 人的リソースから劣後。  

 

＜優先度が低い＞  

 必要であるが、現時点では優先事項ではない。  

 まだこれらを検討するべきタイミングに至っていないと考えている。  

 

一方で、ヒアリング調査においては、これらの考え方に関するコメントとして

スタートアップから次のようなコメントが得られている。ビジネスモデルと融合

して考えるようにしている例や、オープンとクローズの仕分けを戦略的に考えて

いる例が確認された。  

 

【スタートアップへのヒアリング調査で得られたコメント例（考え方関連）】  

＜ビジネスモデルを支える知財戦略を構想＞  

 戦略構築の方法としては、自分たちが考えるビジネスモデルと、その中で

必要となる知財戦略を想像しながら検討した。  

 

＜オープンとクローズの仕分け＞  

 クローズにすべきところとオープンにすべきところの検討が重要である。

戦略が固まる前に出願してしまうと、秘匿化すべきところを公開してしま

い後悔することもあり得る。  
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（９）  知財活動全体を通じて感じている効果  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、スタートアップが知財活動全

体を通じて感じている効果として、「競合優位性を明確にするうえで役立った

（58.7%）」という回答が最も多かった。  

 また、「リスク回避の準備につながった（39.1%）」「自社の価値を理解すること

ができた（37.4%）」「投資家からの評価を得ることができた（35.5%）」「事業戦略

の確度が高まった（32.5%）」という回答も一定数見られた。  

 

図表  II-28 知財活動全体を通じて感じている効果  

 

 

アンケート調査では自由回答として次のようなコメントが得られている。事業

戦略面での効果や、競合優位および自社の価値確認、リスク回避、ブランディン

グ、模倣対策、資金調達、アライアンス、体制強化等、多様な観点で知財活動に

よる効果を指摘するコメントが確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答（知財活動で得られた効果）】  

＜事業戦略＞  

 先行特許を確認することで無駄な開発を回避できる。  

 競合他社がどのような技術を保有していて、どのような戦略のもと特許出

32.5%

18.3%

58.7%

37.4%

21.3%

12.0%

39.1%

21.9%

10.7%

35.5%

19.1%

2.7%

7.1%

2.5%

11.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

事業戦略の確度が高まった

市場ニーズを捉えるのに役立った

競合優位性を明確にするうえで役立った

自社の価値を理解することができた

新たな事業アイデアの着想につながった

アイデアの絞り込み（スクリーニング）につながった

リスク回避の準備につながった

ブランド効果を得られた

模倣品等を排除することができた

投資家からの評価を得ることができた

他社とのアライアンスにつながった

人材採用につながった

社内体制を強化できた

その他

特にない

(n=366)
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願等を実施しているのかを把握することができ、自社の攻守のバランスを

とった特許ポートフォリオ検討及び新規事業の検討へとつながった。  

 展開したいビジネスの「ツボ・鍵」を明確にすることができた。  

 ビジネスモデルの解像度が上がった。  

 EC サイト出店に必要だった。  

 事業戦略と特許戦略の連携が高まった。  

 知財ポートフォリオ全体を俯瞰することで、自分たちが今後どの技術に力

をいれるべきか、今後の戦略や着想のきっかけにもつながった。  

 

＜競合比較＞  

 競合者の特許出願状況を把握できた。  

 直近、競合サービスと当社のサービスがコンペになったときに明確な差別

化要素としてアピールできた結果、連勝できている。  

 特に競争優位性はあらゆる点で強くなった。  

 競合の技術開発の参入を抑止できた。  

 競合先を増やさない。特に大手企業の参入を防ぐことができた。  

 市場で具体的な課題と製品を知ることができ、特許戦略立案に役立った。  

 

＜自社の価値を確認＞  

 知的財産は企業の存在価値を認識する点で必要と感じた。  

 自社技術の強みを明確にすることができた。  

 特許の観点から自社のコア技術を認識できた。  

 営業・広告・PR において他社にない技術のアピールに根拠が生まれた。  

 自社製品を PR するのに、特許の取得状況は顧客に対して理解しやすいアピ

ールポイントになる。  

 開発で得られた知見が従業員の頭の中にある状態から、文書化して見える

化することで自社の強みが分かるようになった。  

 知財化することで自分たちの強みを整理でき、自分たちの立ち位置や競合

に対する優位性を明確化することができた。  

 

＜リスク回避＞  

 会社名の登録の際に、それが他社の商標になっていないかの確認を事前に

行うことができ、違う名前を考えることができた。また、新しく開発しよう

としている機能が他社の知的財産を侵害していないかの確認ができた。  
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 商標登録が主な活動で第三者に対抗するため、広く商標登録を行いリスク

回避に繋がっている。  

 商品名を付ける時など、他社侵害がないか社内で確認するようになった。  

 適切な知財調査を行うことにより、他社品の侵害を回避することができて

いると感じている。  

 

＜ブランド効果＞  

 世の中に無い新しい技術を伴ったシステムの信頼性を高める上で、特許を

取得できたことは、一つの保証につながっている。  

 一定の信用にはつながる。  

 顧客からの信頼度が増す。  

 ブランド力を強化することによって、商品の信頼度が向上する。  

 商標の認知度の向上とともにビジネスの拡大を実現している。  

 特許を有していることで、技術力高いと認識して頂ける。  

 

＜模倣品等の対策＞  

 当社が販売しているカテゴリにおいて、他社が同じブランド名で販売をし

ていた。当社からの販売停止の依頼をさせて頂いた際の根拠として知財財

産活動を通して理解したことが活きた。  

 主力製品の模倣品排除に効果があった。  

 他社の商標無断利用に対して警告できた。  

 名前を他社にまねされるリスクを回避できる。  

 他社が弊社の屋号を使用して模倣したホームページを発見した。警告をし

た際に、警告の根拠として商標登録事実と使用実績を提示した。結果、当該

サイトは削除され、会社のブランドを守ることができた。  

 

＜資金調達＞  

 ベンチャーキャピタルからの資金調達、助成金獲得に有用だった。  

 技術障壁は VC や補助金等で必ず聞かれる。  

 ベンチャーキャピタルと投資検討を進める際に技術特許証を提出したこと

で、蓋然性のある強みを持っていることを証明できた。  

 技術力の証明がしやすく、助成金面談の際などに有効だと感じる。  

 知的財産活動に力を入れていたおかげで、投資家から高い評価を得ること

ができ、資金調達につながった。  
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 VC に知財関連の取組、成果を必ず聞かれるため、特許の保有は大きなアピ

ールになったと感じる。  

 増資の引き受けにつながった。  

 投資家からの評価について、最も効果を感じている。投資家向けの説明資

料に自社の既存および将来のコア領域を示しており、知財情報をエビデン

スとしている。資料作成に加え、直接投資家に説明を担当しているが、特に

資金調達に成功した際に、その効果を感じた。  

 

＜アライアンス＞  

 大手企業からの引き合いにつながった。  

 知財権を保有することによって他社との交渉材料になっている。共同開発

の関係性をより強固にすることができている。  

 他社と取引を始める材料の一つになった。  

 物質特許及び製法特許を取得し、自社の技術の独自性を確保することで、

他社とのアライアンスにつながった。  

 海外企業との業務提携が実現した。  

 保有特許に魅力を感じた会社から業務資本提携契約の申し入れを受けた。  

 

＜社内体制＞  

 知財権の取得が、技術開発モチベ―ションにつながっている。  

 開発技術者の知財意識の向上（アイデア創出活性化、他者権利に対する意

識付け）につながった。  

 上場を機に職務発明に関する整備を行い、当社知的財産の把握や体制強化

に役立った。  

 

（１０）  知財活動を通じて期待していたものの効果を感じられていない点  

 

 本調査研究で実施したアンケート調査によれば、スタートアップが知財活動全

体を通じて期待していたものの効果を感じられていない点としては、「特にない

（44.0%）」が最も多かった。ただし、具体的な項目をあげる回答もまんべんなく

存在している。  
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図表  II-29 知財活動全体を通じて効果を期待していたものの効果を感じられて

いない点  

 

 

アンケート調査では自由回答として次のようなコメントが得られている。事業

推進に際して、知的財産だけでは対処できないという悩みや、模倣品の排除に苦

慮している例、社内体制強化に時間がかかる等のコメントが確認された。  

 

【アンケート調査での自由回答（知財活動から期待していたものの現状感じられ

ていない効果）】  

＜事業戦略＞  

 アイデアベースでの出願ができていないため、新たな事業アイデアの着想、

アイデアの絞り込みにはつながっていない。  

 特許を他社に使ってもらいライセンスフィーを得る選択もあるかと思って

いたが、具体的な進め方がわからない。  

 特許維持費用の支払い分を大きく上回る収益には繋がっていない。ビジネ

ス規模の小ささもあると思われる。  

 次に開発するテーマを特許文献の情報に基づいて提案しようとしたが、社

員が実際に顧客にヒアリングして得た情報に勝れず、単なる社内への情報

提供に留まってしまっている。  

 特許によるブランド力はあるものの、量産できない為価格競争力という面

11.2%
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12.6%

9.0%

9.8%

4.9%
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14.8%

12.8%

10.4%
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事業戦略の確度向上

市場ニーズの捕捉

競合優位性の明確化

自社の価値の理解・認知

新たな事業アイデアの着想

アイデアの絞り込み（スクリーニング）

リスク回避の準備

ブランド効果
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投資家からの評価

他社とのアライアンス

人材採用

社内体制の強化

その他

特にない

(n=366)
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で負けてしまうことが有る。  

 市場ニーズのある技術であっても知的財産活動のみで事業化が進む訳では

なく、様々な要素が関係している。  

 

＜競合比較＞  

 特に大企業を相手にする場合、特許を持っていてもほとんど優位性が発揮

できなかった。  

 

＜自社の価値を確認＞  

 同じ方向の製品に対する優位性の明確化。  

 自社の技術のうち、どれが特許になりうるか未だ判断できていない。  

 自社の強みの蓋然性がまだ十分に策定できていない。  

 

＜ブランド効果＞  

 商標登録をしただけでは、自社の価値の理解や認知にはつながらない点が

あると考えている。  

 自社の優位性アピール、技術力の発信によるブランド効果。  

 自社の価値を理解してもらうようなアクション・広告（TV などの大々的な

宣伝など）費用が掛かるため行えず、認知が上がらない。  

 

＜模倣品等の対策＞  

 特許を出願せずに模倣品を他社が販売していた。  

 会社ロゴや製品ロゴは、防御的な手段としてとったものなので、 侵害が起

きてからでないと効果は出ない。  

 請求項目を十分に満たしていないと模倣を排除することができない点は知

財活動を開始してから把握した。限定的には排除できるものの幅広く排除

できる内容でなかったため、出願中の内容の捉え方を徐々に変更する必要

に迫られた。  

 商標を取得したが、類似の商品名を付した商品が多数販売されて模倣を防

げず、差別化できなかった。  

 

＜資金調達＞  

 投資家に対して知財だけでは融資を受けることが難しく、事業としての蓋

然性が結局のところ求められる。  
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＜アライアンス＞  

 知的財産を使った共同研究契約につながると考えていたが、まだ他社との

アライアンスを締結できていない。  

 

＜社内体制＞  

 採用者には特段響いていないように感じる。  

 知財に関する意識については、実際に特許を執筆あるいは新技術に関わら

ないと身につかない部分がどうしてもあり、意識向上には時間を要する。  
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III ．  知財人材に求められるスキル・マインド  

 

１．  人材育成・スキル獲得について  

 

（１）  人材育成・スキル獲得に関する概略  

 

（ⅰ）他領域におけるスキル整理の動向  

 

本調査研究は、スタートアップの事業成長に貢献できる知財人材のスキルを整

理することを目的としている。これまで、我が国においても類似する文脈で人材

のスキル整理が行われてきており、例えば URA スキル標準 4や IT スキル標準 5が

整備されている。 IT スキル標準は高度 IT 人材育成を目的に作成されたものであ

り、レベルを 7 段階設定し、さらに対象職種を複数設定したうえで詳細にスキル

を定義している。また、DX が大きなトレンドとなる中で、2022 年 12 月には新

たにデジタルスキル標準 6が策定されている。  

 

（ⅱ）人材育成・スキルの考え方  

 

 スキル整理の考え方として、いくつかフレームワーク等が提唱されており、代

表的なものとしてカッツ理論（カッツモデル）がよく知られている 7。これは、人

材のスキルを「コンセプチュアルスキル」「ヒューマンスキル」「テクニカルスキ

ル」の 3 つに分けて整理している点を特徴としている。また、人材のポジション

を「トップマネジメント」「ミドルマネジメント」「ロワーマネジメント」に分類

し、それぞれのポジションに応じで 3 つのスキルの中で重視されるものが変化し

てくるものとして表現されている 8。  

 

 
4  文部科学省「リサーチ・アドミニストレーター（URA）を育成・確保するシステムの整備」成果報告

書の一部として、URA スキル標準が公開されている。（実施機関：国立大学法人東京大学）  

https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/ura/detail /1349663.htm  (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
5  独立行政法人情報処理推進機構  社会基盤センター  人材プラットフォーム部、経済産業用「 IT スキ

ル標準 V3」  

https://www.ipa.go.jp/j inzai/itss/download_V3_2011 .html (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
6  独立行政法人情報処理推進機構、経済産業省「デジタルスキル標準 ver1.0」（ 2022 年 12 月）  

https://www.meti.go.jp/press/2022/12/20221221002/20221221002.html  (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
7  Robert L. Katz「Skills of an Effective Administrator」Harvard Business Review; Sep 1974, Vol.  52 Issue 5, 

p.90-101. 
8  ロワーマネジメント層では比較的テクニカルスキルが重視される一方で、トップマネジメント層では

コンセプチュアルスキルの重要度が高まると整理されている。  

https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/ura/detail/1349663.htm
https://www.ipa.go.jp/jinzai/itss/download_V3_2011.html
https://www.meti.go.jp/press/2022/12/20221221002/20221221002.html
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（ⅲ）スキル獲得・定着の方法  

 

 人材育成という観点で見た場合、必要なスキルを整理するだけでなく、それを

効果的に習得し、定着させていくプロセスも重要となる。この点、本調査研究の

一環としてスキル有識者へインタビューしたところ、次のような示唆が得られた。 

 

 スキル獲得にはステップや必須要素がある  

 マインドセットの獲得には工夫が必要  

 目線を広げる  

 自分の頭で考える機会が必要  

 自身の現在地を客観的に知る  

 失敗を経験する  

 自分で体験することが必要  

 

①スキル獲得にはステップや必須要素がある  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜ステップの例＞  

 知る⇒わかる⇒できる⇒教えられる、という順序で必要なスキルを獲得で

きるような教育プログラム設計をしている。  

 序盤は知る・わかるというような知識インプットが主体となる。  

 例えば、教えられるようになるために、コミュニケーション力やファシリ

テーション力、プレゼンテーション力が必須となる。  

 教えるとなると、実際の場面では様々な部署を巻き込みながらやっていく

ことになるので、特にファシリテーション力は重要となる。  

 

＜必須要素の例＞  

 まずは考える力を獲得する必要があり、具体的にはロジカルシンキングや

共感力等がある。  

 次に、働きかける力が必要となる。世の中で活躍している人を見ると、他者

へ上手に働きかける能力が優れていると感じる。  

 そして、行動する力も重要となるが、これは自分の頭で考えて行動し、その

結果を見て改善していくような PDCA サイクルを回すイメージに近い。  

 さらに必要となるのが、内省力である。謙虚であることや、バイアスを持た
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ないことは、サービス提供をしていく上では大事な資質である。  

 これらに加えて、戦略的に捉える目線のようなスキルも相当重要になって

きていると感じる。  

 

②マインドセットの獲得には工夫が必要  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 他者へ教えられるレベルにまで達するには、知識以外のスキルが相当重要

となり、マインドセットの持ち方が大事になる。  

 「ほめる」「待つ」「聴く」「受け止める」「楽しむ」という 5 つのルールを設

定して工夫している。  

 「ほめる」については、発言量を増やすことを目的としたルールである。  

 「待つ」については、「生産的な沈黙」を重視するというコンセプトに基づ

くものであり、心理学的にも言われていることである。  

 「聴く」については傾聴という意味合いで設定しているルールである。  

 「受け止める」については、相手を否定しないというコンセプトに基づく

ルールである。  

 「楽しむ」については、決して答えのない問題に取り組むことになるので、

楽しくないとやっていられないだろう、という考えに基づくルールである。 

 

③目線を広げる  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 いかに目線を広く持てるかがポイントであろう。目線を広げるためには、

新しいことへ貪欲に関わっていく姿勢が重要となる。  

 ファシリテーションをうまく進めるにあたっては、全体を俯瞰する目線や、

思考能力がその土台として必要になる。  

 

④自分の頭で考える機会が必要  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 最も重要なのは、自分の頭で考えて、自分で行動し、その結果に対して自分

で責任を取るというマインドであろう。  

 普遍的に重要なことは「自分の頭をどのように使って、どのように考える
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か」というスキルであり、そのような機会が必要である。  

 知識や経験だけに頼った解決策ではなく、「何が問題なのか」を突き詰めて

いくことが求められる。  

 

⑤自身の現在地を客観的に知る  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 それぞれの能力レベルを見定めたうえで、その能力レベルに見合ったチャ

レンジをしていくのがよい。つまり、それぞれの能力の現在地を見極める

のが本来的には大事である。  

 例えばコンピテンシーチェックやテスト等を通じて、能力の現在地を客観

的に把握することが求められる。  

 今後自分たちがどのような方向で変革していかなければならないかを見え

る化することに価値がある。  

 自分の課題を見つけるということは意外と難しい場合もある。実践した結

果を、改めて文字に起こしてみて、それを他者に添削してもらって課題を

指摘してもらう、というやり方が有効である。  

 

⑥失敗を経験する  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 失敗を経験することは効果的である。人間は誰しも失敗をしたくないとい

う気持ちを持っているので、逆に失敗をすると「頑張ろう」というモチベー

ションになるのも事実である。  

 昨今上司等から指摘されるケースも少なくなってきている中で、なかなか

日常の中で失敗を感じにくくなっている気もしている。だからこそ、研修

等の場で失敗をすることに価値があると考えている。失敗を経験すること

が重要ではあるが、失敗する場においては心理的安全性が担保されている

必要もある。  

 ただし、失敗だけではうまくいかず、失敗した後に成果を出した際には他

者から称賛されることによって喜びを感じることも重要である。  

 大切なのは、失敗と楽しさのサイクルを繰り返すことであり、それを通じ

てどんどんスキルが高まっていくものである。  

 研修を受講する中で自己流だとうまくいかないということを気づかせるよ
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うな工夫を施している。  

 具体的には、ケーススタディに取り組んでもらう中で、自己流でやろうと

するとよい解にたどり着かず、講座で学んだ考え方を活用しないとうまく

いかないような仕掛けを取り入れている。  

 

⑦自分で体験することが必要  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 学んだことを伝聞としてそのまま他者に伝える、というだけでは成長しな

いだろう。自分で体験することが重要である。  

 学んだことを踏まえて、まずは実践することが重要である。実践する中で、

自身にとっての課題が見えてくるはずなので、それを改善するための活動

を行う、というサイクルを回さない限りは、本当の意味でのスキル定着は

ないだろう。  

 疑似的に体験できるような場があれば役立つだろう。  

 

 

（ⅳ）人材育成・スキル獲得に際しての課題  

 

 同じくスキル有識者へインタビューしたところ、人材育成やスキル獲得を進め

ていくうえで、次のような課題が指摘された。  

 

 本人の先入観や経験がスキル獲得の阻害要因となる  

 知識獲得に留まり実践できない  

 能力と意欲の不一致  

 

①本人の先入観がスキル獲得の阻害要因となる  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 本人の先入観がスキル獲得の邪魔をするケースが一定程度あるように感じ

ている。  

 過去の経験や持論にしがみついてしまうと、新しいことを習得しようとす

る際の障壁となってしまう。  

 知識や経験に偏重した日本全体の考え方に課題がある。  
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 これは学校教育段階から言えることであり、ひたすらインプットしてそれ

を記憶する、という人材育成のやり方を変えなければならない。  

 

②知識獲得に留まり実践できない  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 ガイドブックやマニュアル等を参考にしてスキル獲得に役立てようとはし

ているのだが、結局それらを読んでわかった気になっているだけの人材が

少なくない。  

 いざ実践しようとすると、結局これまでと同じ話だけに終始してしまって

いる人材が多いのではないだろうか。わかった気になって実践できないと

いうところが大きな課題であると認識している。  

 

③能力と意欲の不一致  

 

【スキル有識者へのヒアリング調査で得られたコメント例】  

 よくあるケースは、能力とチャレンジ目標の不一致である。  

 能力は全く至っていないものの、チャレンジしたい目標は非常に高いとい

うケースがあった場合、人材育成がうまく行かないことも多い。  

 意欲はあるにも関わらず、能力がそれに全く追い付いていないがために、

結果として自信を失ってしまうことにもなりかねない。  

 能力は高いのだが、チャレンジ意欲に欠けるケースで見られるのは、自分

の目標について、勝手に安易なラインを引いてしまっているというような

状況である。自分で安易なラインを引いてしまうと、スキル的には伸びに

くくなる。  

 

 

（２）  知財人材について  

 

（ⅰ）知財人材関連のスキル整理に関する流れ  

 

知財人材については、特許庁を中心としてスキル標準が整備されてきていると

ともに、独立行政法人工業所有権情報・研修館においても教材の整備や研修実施
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等が数多くなされてきている 9。  

知的財産推進計画 2006 10で知財人材のスキル明確化についての重要性が指摘

されたことを背景として、知財人材スキル標準 version1.0 が整備された 11。これ

は、主に企業の知財人材を対象としており、企業内での役職等を意識した整理が

なされていた点が特徴である。  

その後、知財人材スキル標準 version1.0 策定から約 10 年が経過し、事業環境

の変化等を踏まえた改訂がなされ、知財人材スキル標準 version2.0 として公開さ

れた 12。  

さらに、経営環境の変化やニーズの多様化等に弁理士が対応すべく、2020 年に

は弁理士に求められるスキル標準に関する調査研究が実施された 13。  

 

（ⅱ）知財人材に対するスタートアップの期待  

 

①知財人材の範囲  

 

本調査研究では、知財人材を「スタートアップの外側から支援する人材」と「ス

タートアップ内部の人材」に分けたうえで、その両面からスキル等の整理を試み

ている。  

前者については外部知財人材という用語で記載しており、主に弁理士・弁護士

や知財コンサルタント、大企業等の知財人材が副業的に支援するケースも含めて

想定している。  

一方、後者については内部人材という用語で記載している。スタートアップ内

部に知財専門人材が配置されているケースはまだ多くないことを考慮し、経営者

 
9  以下サイトにおいて、知財人材の育成に関する情報が整理されている。例えば、知財マネジメント人

材育成教材等が提供されている。  

https://www.inpit .go.jp/j inzai/index.html  (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
1 0  知的財産戦略本部「知的財産推進計画 2006」（2006 年 6 月）  

“知財専門人材へのインセンティブを高めるとともに、そのような人材を求める側のニーズに応えるべ

く、団体、企業による知財の研修や実務者、翻訳者などの能力を評価する検定の利用や知財人材に求

められるスキルの基準等の策定によって知財人材の育成を進める民間の自主的な取組を奨励する ”と言

及されている。  

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/t i teki2/kettei/060609keikaku.pdf  (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
1 1  経済産業省「知財人材スキル標準」（委託先：金沢工業大学）（2007 年 2 月）  

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/ ipss/  (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
1 2  特許庁「知財人材スキル標準 version2.0」（委託先：みずほ情報総研株式会社  ※現：みずほリサー

チ&テクノロジーズ株式会社）（ 2017 年 2 月）  

https://www.jpo.go.jp/support/general/chizai_skill_ver_2_0.html  (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
1 3  特許庁「令和元年度産業財産権制度問題調査研究 弁理士に求められるスキル標準に関する調査研

究報告書」（請負先： PwC コンサルティング合同会社）（ 2020 年 3 月）  

https://www.jpo.go.jp/resources/report/sonota/document/zaisanken -seidomondai/2019_08_01.pdf (最終アクセ

ス 2023 年 3 月 13 日 ) 

https://www.inpit.go.jp/jinzai/index.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/060609keikaku.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/ipss/
https://www.jpo.go.jp/support/general/chizai_skill_ver_2_0.html
https://www.jpo.go.jp/resources/report/sonota/document/zaisanken-seidomondai/2019_08_01.pdf
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や兼任人材等を含めた概念として想定している。  

 

②スタートアップが考える知財人材像  

 

 本調査研究の一環として、スタートアップが知財人材に期待する役割や資質・

能力等を調査した。  

まず、スタートアップが内部人材と外部知財人材に期待する役割を見てみると、

内部人材については「自社に必要な知財活動の種類を網羅的に把握し、経営者に

進言できる（ 69.9%）」「事業戦略に知財情報等を活用するために提案をできる

（69.7%）」「知財関連の社内規定を取りまとめられる（68.0%）」がいずれも約 70%

となっており、これらの役割を担うことへの期待が大きいことがわかる。特に一

つ目と二つ目については、知財専門性というよりも、ビジネスに必要な知財視点

を持って社内でハブ的に立ち回れることを期待しているとも捉えられる。  

次に外部知財人材については「出願に際して、自社事業に最適な明細書を作れ

る（73.0%）」「侵害・被侵害時の対応を担える（67.2%）」「他社の知財調査を実施

できる（64.5%）」となっており、これらの役割を担うことへの期待が大きい。知

財専門家としての期待を寄せていると捉えられるが、単に出願機能だけを期待し

ているわけではなく、広範な知財専門性を期待していることがうかがえる。  

 

図表  III-1 スタートアップが内部人材と外部人材に期待する役割  

 

69.9%

32.0%

66.1%

45.6%

52.2%

59.8%

60.4%

57.9%

39.6%

61.5%

68.0%

69.7%

1.1%

35.2%

73.0%

42.3%

64.5%

39.1%

35.8%

39.9%

45.9%

67.2%

48.1%

33.6%

22.4%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

自社に必要な知財活動の種類を網羅的に把握し、経営者に進言できる

出願に際して、自社事業に最適な明細書を作れる

出願するべきか、ノウハウ等として秘匿するべきかを峻別できる

他社の知財調査を実施できる

ライセンスインを行う価値のある他社知財を分析できる

ライセンスアウトを行う自社知財を判断できる

ライセンス交渉を的確に進められる

他社の知財侵害を検知できる

侵害・被侵害時の対応を担える

知財関連の契約を取りまとめられる

知財関連の社内規程を取りまとめられる

事業戦略に知財情報等を活用するために提案をできる

その他

(n=366)

内部人材 外部人材
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 次に、スタートアップが内部人材と外部知財人材に期待する資質・能力を見て

みると、内部人材については「知財単独の目線ではなく、自社の事業全体の目線

で課題抽出・整理をできる（83.1%）」「課題や取組事項等を論理的に整理できる

（62.6%）」「事業環境の変化に対応できる柔軟性がある（57.1%）」となっており、

こうした資質・能力あるいは動き方を期待していることがわかる。  

 また、外部知財人材については「知財業務の専門性がある（ 63.7%）」「対応の

スピードが速い（51.1%）」「課題や取組事項等を論理的に整理できる（33.6%）」

となっている。  

 

図表  III-2 スタートアップが内部人材と外部知財人材に期待する資質・能力  

 

  

83.1%

11.7%

62.6%

44.0%

31.4%

33.6%

41.0%

57.1%

0.3%

25.1%

63.7%

33.6%

32.2%

22.1%

11.2%

51.1%

21.3%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
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２．  外部知財人材  

 

（１）  概略  

 

本調査研究で実施したヒアリング調査結果を中心として、外部知財人材に求め

られるスキル・マインド等を整理した。  

概略としては、知的財産の関する広い専門性やビジネスに関する一定の知識に

加えて、それらを活かすためのマインド・姿勢等についての言及も多かったとこ

ろであり、全部で 9 つのスキル・マインドとして整理したものである。また、外

部人材の動き方として、例えば①スタートアップとの接点を持つ、②スタートア

ップを理解する、③スタートアップと知財戦略を考える・伴走支援する、という

流れが考えられるところ、9 つのスキル・マインドがどのプロセスで特に活きる

かという観点でも検討を実施した。  

以降、各スキル・マインド等について個別に記載する。  

 

図表  III-3 外部知財人材に求められるスキル・マインド  

 

ビジネス
知識

スタートアップとの
接点を持つ

スタートアップを
理解する

知財戦略を考える/
伴走支援する

まずはスタートアップとの
つながりを持てるような

環境を作る

経営者のビジョンに共感し、
ビジネスモデルや技術（知

財）を理解する

ビジネスモデルに応じた
知財戦略を策定し、
知財機能を実行する

知財
専門性

１

２

俯瞰力

３

説明力

４

連携力

５

共感力

７

積極性

８

発信・
行動力

９

６

対応力

スキル

マインド

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎
◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

○

○ ○

○

○
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（２）  外部知財人材に求められるスキル・マインド  

 

（ⅰ）知的財産に関する専門性  

 

まず、知的財産の知識という観点では、当然その専門性は要求されるが、幅広

さも含めて意識できるとよいという趣旨の指摘があった。そのうえで、単なる出

願代理対応で済ませるのではなく、スタートアップの将来を見据えて知財面から

のアドバイスも非常に重要であるとの指摘があった。また、場合によっては、知

的財産の近接領域として標準化に関する知識が活きるケースもあるとの指摘が

あった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜当然知的財産に関する一定の専門知識は必要＞  

 大企業でも通用するような知財専門家としての知識・スキルが大前提とな

る。（外部知財人材）  

 

＜知的財産に関する幅広い知識も必要＞  

 知識面においては、知的財産について深く知っていればそれに越したこと

はないが、どちらかというと浅くてもよいので広く知識を持っていること

の方が重要であると感じる。ビジネス全般を見たうえで、どのタイミング

で侵害可能性に関する情報を持ち出せるか、どのタイミングで海外知財の

話を出せるか等、ビジネス全体の中でまんべんなく知財面からの示唆を提

供できるのがよい。（外部知財人材）  

 話を聞きながら、ビジネスとしての勝ち筋を見極めて、その中で知財的な

論点があるところを特定していくイメージである。そうなると、知財支援

と言っても出願だけではなくなるので、契約や営業秘密管理と含めて知財

的な目線を広く持って臨むことになる。（外部知財人材）  

 広い知財専門性を持っていることは非常に重要である。例えば、発明を発

掘して特許事務所へ説明できる能力が必要となる。また、スタートアップ

の属する業界の将来動向を見据えて権利化する範囲を考えることも重要で

あろう。その他、分割して強い特許として仕立てていくような考え方も必

要である。特にミドル・レイター段階の場合は、権利行使時に対応できるよ

うな紛争対応力も求められる。契約書を見られる能力も当然重要である。IP

ランドスケープの実務能力もスタートアップ支援では役立つだろう。（外部
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知財人材）  

 単に出願の書類を作るだけではなく、戦略面や秘匿化に関する考え方、ま

たは詳細な他社調査等、幅広な目線で提案してくれる外部知財人材だと非

常に助かる。そうなると、出願が得意ということではなく、会社全体の知財

機能を広く見られる外部知財人材ということになるだろう。（SU・ミドル） 

 

＜スタートアップの将来を見据えた知財面からの提案が重要＞  

 将来の知財ポートフォリオから逆算して、シードやアーリーの段階でどう

いう開発をしていくべきか、そのためにどのような特許を取っていくか、

これらはすべて連動している。（外部知財人材）  

 現状に合わせて契約を考えることもあるが、契約から逆算して知財を作っ

ていくことが必要。知財から契約へ、契約から知財へと相互にフィードバ

ックをかけて考えられる能力には価値がある。（外部知財人材）  

 特許を取るだけではなく、事業をどのように発展させるか、その時に有効

な知財をどうとるべきかを考えることが必要である。ビジネスによって知

財も変わるし、知財によってビジネスも変わってくる。対庁業務だけをし

ていてもこのような対応はできないだろう。（外部知財人材）  

 単なる出願で終わらせるのではなく、そのスタートアップのビジネス展開

を見据えた場合に、知的財産の視点でどう発展させていくのか、というよ

うな広い目線で経営者と共創していくような目線が必要である。（外部知財

人材）  

 明細書を言われた通りに書けるだけでなく、その知的財産を客観的に見た

場合に、市場に対してどのような効果・価値を提供できる可能性があるか

等の視点で助言してもらえるとありがたい。事業戦略目線で知的財産を見

てほしい。（SU・アーリー）  

 外部の弁理士には、サービス業として、明細書の納品だけでなく付加価値

の提供を期待している。今は業界領域があるようでないような時代だと感

じている。そういった中で、業界をまたいだときに知財に関してどのよう

な問題点やチャンスがあるのか、法的に対処すべきことがあるのか、アド

バイスをもらえるといい。スタートアップは人が少なくどうしても見落と

しもあるので、外部知財人材がそこを拾ってもらえるとありがたい。スタ

ートアップは出願件数が少ないため、1 件に対していかに様々な視点からア

ドバイスをしてもらえるか、外部人材への期待がある。（SU・ミドル）  

 具体的な出願案件ではなく、「この領域についてはどのように出願していく
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か」といった議論にもっと関わってもらいたい。現在は内部で権利範囲ま

で決めて、それに基づいて明細書作成をしてもらっているが、理想的には

もう一歩、「この技術の出願まわりはどうするか」といった議論にも加わっ

てアドバイスをしてもらいたい。（SU・レイター）  

 知財戦略を策定する際には、顧客価値から逆算して、その価値を実現する

ためのアイデア・機能をロングリストとして書き出し、優先順位をつけて

戦略的に特許を取りに行っている。（外部知財人材）  

 売上・顧客価値から逆算した知財の棚卸を行い、顧客価値を独占するため

の知財戦略に優先順位をつけながら取り組むことで、なんとなく競争優位

性になっていた機能を特許として確立させる支援を行っている。競争優位

性を特許として確立することで、知財は「競合に模倣されることなく事業

成長できること」を投資家に伝える際の裏付けとして機能する。（外部知財

人材）  

 支援に際しては、必ずしも答えが一つにはならない。様々なシナリオを考

えて、それぞれに応じた対応パターンを考えていく必要がある。様々なシ

ナリオの中で、ビジネス的にどう進んだら優位になるか、という目線で知

財戦略を考えなければならない。（外部知財人材）  

 自分の中でいかに網羅的にシチュエーションを考え、起こりうるシナリオ

を提示してあげられるかが大事である。このような提示をすると、スター

トアップ側も先を見て知財のことを考えられるようになる。（外部知財人

材）  

 

＜標準化に関する知見が活きるケースもある＞  

 知財人材のスキルの中には国際標準化も含まれるのではないかと考えてい

る。成功していくためには最初の段階でルール作りをしていくことが戦略

的には重要。標準化の視点を持った知財人材の必要性を感じている。（SU・

ミドル）  

 

（ⅱ）ビジネスに関する知識  

 

ビジネス・経営に関する知識については、必ずしも深い専門知識を持っている

ことが必須ではないが、広く目線は持っておいた方がよいという指摘が多くあっ

た。  
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【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜ビジネスの知識を広く持っておけるとよい＞  

 もちろんスタートアップの事業展開に関する話は抑えておいた方がよい

し、またファイナンスに関する会話もできるようにしておけるとベターで

ある。（外部知財人材）  

 ビジネスに関する一定の知識や財務面に関する知識が重要だと感じてい

る。これは、スタートアップの経営者とのコミュニケーションを円滑化す

るうえで必要だと感じている。（外部知財人材）  

 ある程度ジェネラルなビジネス知識・スキルは必要だろう。（外部知財人材） 

 シード期は、ビジネス感覚を持った弁護士・弁理士の力を借りることも大

事だと感じる。（SU・ミドル）  

 ビジネスに関する様々なケースを多く引き出しとして持っておくと役立

つ。そうした引き出しを多く持っていると、顧客の話を聞きながら、ビジネ

スモデルをイメージできたり、また支援のポイントもすぐにわかったりす

るようになる。（外部知財人材）  

 カウンターパートが経営者であるため、会計スキル等の一般的なスタート

アップ経営者に求められるスキルに関しては、経営者と対話できる程度の

素養が必要だと感じている。（外部知財人材）  

 スタートアップに関する知財領域以外の知識も積極的に学ぼうとする姿勢

が必要だと感じている。（外部知財人材）  

 伴走していくためには、経営コンサル的な考え方も一定程度必要になるだ

ろう。経営層へアドバイスできるような人材であれば、スタートアップか

ら重宝されるのではないだろうか。（外部知財人材）  

 出願そのものだけでなく、ビジネス面からもアドバイスをしてもらえると

嬉しい。弁理士は特許・技術には詳しいが、ビジネスの話は苦手な人も多い

気がしている。（SU・アーリー）  

 

＜ビジネスモデルに対する理解＞  

 企業のビジネスモデルの理解も重要である。どこを特許とるべきなのか、

という観点で、ビジネスモデルに知的財産をはめ込んで見られる視点が求

められる。ビジネスモデルの中で、特許を置く場所によって戦況が変わっ

てしまう。ビジネスを見た上で、どこがキーなのかを見て、知財をどうする

のかということを一体的に考える必要がある。（外部知財人材）  

 ビジネス面も理解して知財につなげていけるようなスキルが望ましい。
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（SU・レイター）  

 スタートアップのビジネスモデルに対する理解は必須であると感じる。自

社のビジネスモデルを理解しながら、どのような権利化を実現できれば自

社のビジネスに活きるかという視点で助言してもらえると大変助かる。

（SU・レイター）  

 

＜ビジネスの知識については広さが優先で、深さまでは必須ではない（必要に

応じて勉強していくことでよい）＞  

 世の中的には、このようなコンサルティングを実践していく際に例えば会

計の知識が必要であるというような風潮もある気がするが、必ずしもそう

した知識が必須であるとも思わない。現有する知識や経験を統合し、どの

ような目線で課題を捉え、それを顧客とどのように解決に向けて話し合っ

ていくか、というマインドがあることの方が重要である。（外部知財人材） 

 ファイナンス等のスタートアップビジネスに関する知識は、支援をする中

で必要になったときに勉強していけば自ずと身につくのではないか。知識

としてはもちろんあった方がよいが、それを自ら習得しようとするマイン

ドが前提になるだろう。（外部知財人材）  

 知識という意味では、知的財産の専門性はさることながら、経営に関して

も幅広い知識があるとよいと感じている。ただし、経営に関する知識はも

ちろん深さもあった方がよいのだが、どちらかと言うとまずは幅広く網羅

的に知っていることが優先であると思っている。例えば、財務や人事とい

った個別の機能戦略的な部分までは必要ない。スタートアップと話をする

中で、知財以外の領域に話が及んだ際にアンテナを張れるくらいのレベル

でもよいだろう。そのような領域で課題がある際には、他の専門家と連携

すればよい。（外部知財人材）  

 ビジネス面について、必ずしも一緒に深く考えてもらえることまでは必須

ではなく、ビジネスの次の広がりを見据えたヒント等をもらえるだけでも

十分である。（SU・アーリー）  

 

＜後ろに VC がいることを意識する必要がある＞  

 直接的な顧客はスタートアップであるが、その後ろに VC がいることを意

識する必要がある、というのが大きな特徴である。スタートアップの CEO

だけでなく、その先にいる VC をも納得させられるような支援を組み立て

ていく必要がある。（外部知財人材）  
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 VC がどのようなスタートアップに対して投資したくなるか、というような

VC 目線を意識しておかなければならない。VC 目線は、大きくは「投資に

値する事業計画」と「計画の実現性」という 2 点だろう。このうち、知財面

から特に補強できるのは後者であり、例えば VC からすると「この技術は本

当に他社が真似できないのか？」という点も気になるが、そこを知財面か

ら説明する。（外部知財人材）  

 昨今、投資家側もスタートアップに対して知的財産に関する説明を求める

傾向があるため、スタートアップからするとそのストーリーを練っておく

のは必須である。（外部知財人材）  

 

 

（ⅲ）俯瞰力  

 

出願等の細かな話だけでなく、スタートアップのビジネスをまずは広く観察し、

そのうえでビジネス視点を意識した課題整理や提案を行うことが重要であると

の指摘があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜スタートアップのビジネスを広く観察する目線＞  

 スタートアップとはいきなり細かな知的財産の話はせず、ビジョンや社会

課題の話題等、もっと大きな視点でコミュニケーションをしている。経営

者がどのような世界を創っていきたいのか、という話からすることが多い。 

 ビジネス全体の話をしながら、知財との接点を探るようにする。（外部知財

人材）  

 打ち合わせの初回で細かな技術内容を求めてくるような外部人材ではな

く、経営者が考えている事業ビジョン等を求めてくるような外部人材の方

がマッチするのだと思う。（SU・アーリー）  

 大局観からミクロまで対応できる能力が必要である。事業の全体感、知財

戦略の話から、知財管理の項目のような細かい話まで俯瞰することが求め

られる。（外部知財人材）  

 顧客に向き合い、将来からバックキャストで考えて、契約書、スキーム、出

願等のビジネスモデルと連動した知財戦略をどうするか検討する。大企業

が実施しているような、事業・開発部門、経営層、知財部門が一体となった

知財戦略を一人で支援するイメージである。（外部知財人材）  
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 特に成長段階の初期では、ぼんやりした内容での相談が多いため、いきな

り知財的な論点で話をするのではなく、まずはビジネスとしての全体的な

話をすることになる。（外部知財人材）  

 大企業の場合はアウトラインだけ話を聞いたら、すぐに新規性や進歩性の

話等、出願実務面の話になっていくが、スタートアップの場合はまずはビ

ジネス全体の話からおさえる、という点が大きな違いだろう。（外部知財人

材）  

 

＜課題を整理し、ビジネス視点で考える目線＞  

 基本であり、かつ最も重要なスキルは「課題を発掘し、解決に向けた支援を

行う」という視点である。何が課題であるかを発掘して、それを顧客と一緒

に考えていく姿勢が重要である。（外部知財人材）  

 スタートアップの事業をヒアリングして、事業戦略に適したカスタマイズ

をいかにできるか。どういう事業領域が儲かるのか収益源を想像する能力、

どこに知財の資金と時間を投入する価値があるのかを判断する能力、発明

を手厚く保護できる能力が必要。そういうことは、スタートアップから提

案できないので、外部の知財人材からセッティングしてあげる必要がある。

メニューがあるならメニューを示してあげる。受動的ではなく、そういう

提案力が必要不可欠である。（外部知財人材）  

 大企業の特許出願前提の打ち合わせは聞くところや落としどころも決まっ

ていて型にはめたやり方でいけるが、スタートアップはそもそも何を望ん

でいるのか、そこに至るまでの道筋や条件が異なり、そういった情報をき

ちんとくみとる情報整理力が必要である。（外部知財人材）  

 大企業や中小企業はビジネスの地図がある程度できている中で、知的財産

を地図上のどこへ置くか、という視点になる。スタートアップの場合は、そ

もそもビジネスの地図が白紙であることもあるので、知的財産の話だけで

は事業への活かし方を判断できない。（外部知財人材）  

 知的財産を客観的に見てアドバイスできるような、俯瞰的な目線を持った

人材が必要ではないだろうか。自社だけだとどうしても思い込み等で視野

が狭くなってしまうところ、やはり外部から客観的な目線で見てもらうこ

とは重要である。例えば、戦略的に権利化する際のアドバイスだけに限ら

ず、今後の事業展開を見据えたアドバイス等、知的財産だけではなく事業

展開まで目線を広げられる人材だとベターである。（SU・アーリー）  

 ビジネスモデルが固まっていないため、抽象的な相談が多く、事業戦略の
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壁打ち相手になることも多々ある。知財戦略策定の前に、どのようなビジ

ネスモデルにするか、顧客価値は何かが決まっていないと戦略が立てられ

ないと感じている。顧客価値は、ターゲットが誰で、そのターゲットに対し

てどのようなサービスを提供するのかを明確にすることで見えてくる。（外

部知財人材）  

 外部人材という観点で見ると、一般的には評論家的な人が多い気がしてい

る。単純に特許を取るという目線だけでなく、当社のビジネスを踏まえて

一緒に考えてくれるような人だと大変ありがたい。例えば「こうすれば特

許を取れる」と言ってくる外部人材もいるが、当社の目線からすると「それ

だと当社のビジネスには役立たなくなってしまう」という印象を受けるこ

ともある。ビジネスの目線で考えてくれない外部人材に接するケースは少

なくない。（SU・ IPO）  

 特許を取れるか／取れないかの前に、当社のビジネスに活きるか／活きな

いかという目線を持った外部人材だと連携しやすい。（SU・ IPO）  

 

（ⅳ）説明力  

 

スタートアップに対して何かを説明する際に、用語の使い方には非常に気を付け

ているという意見が多く挙がった。対大企業等の場合には知財用語に慣れている

が、スタートアップの場合はそうではなく、知財用語を平易な言葉に置き換えて

説明する力が求められるという指摘があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜知財専門用語を平易な言葉に置き換える＞  

 大手企業への対応と比較して、共通言語が異なるものであるとの実感があ

り、対応時には強く意識している。例えば、大手企業の場合には知財部の社

員がカウンターパートになるため、知的財産そのものに関する話が共通言

語になる。一方で、スタートアップの場合は、知的財産だけの話に終始する

と、ともすると飽きられたり、ネガティブな反応を示されたりしかねない。

スタートアップ支援の場合、共通言語は知的財産そのものではなく、やは

りビジネスである。（外部知財人材）  

 大手企業等の場合は、だいたいある程度知財に明るい者が窓口になるため、

専門用語で会話を進めていくことになる。一方、スタートアップの場合は、

特にシードやアーリーだと経営者が出てくることも多い。そうなると、知
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的財産についてはほとんど知識がないということになるため、なるべく専

門用語を使わず、一般的な表現に置き換えて説明を行わなければならない。

（外部知財人材）  

 スタートアップの場合、知的財産に関する知識が豊富ではないので、同じ

説明を根気強く何度も繰り返しながら理解してもらう姿勢が求められる。

（外部知財人材）  

 コミュニケーション面でのスキルという意味では、まずは説明力が非常に

重要である。知財知識のない相手に対して、一般的な言葉に置き換えて説

明し、理解をしてもらうという説明の仕方が求められる。（外部知財人材） 

 スタートアップは専門用語を知らないことが多く、話の食い違いがないよ

うに丁寧に対応していく必要があるため時間がかかる。スタートアップ側

の対応者は経営者、総務担当、CTO が多い。極力業界用語・専門用語使わ

ないようにしつつ、スピード感を失わないように心掛けなければならない。

（外部知財人材）  

 出願が大事なのか、他社侵害に気を付けなければいけないのか、そもそも

知財活動として何をしなければいけないのかわかっていないところが多

い。かなりかみ砕いた言葉で、知財面から今対応しなければいけないこと

を説明しなければいけない。（外部知財人材）  

 なるべく専門用語を使わないようにしながら、知財活動の必要性を理解し

てもらう必要がある。専門用語を使わないようにするという点は、かなり

意識している。（外部知財人材）  

 相手は知財用語に精通しているわけではないため、コミュニケーションに

おいて知財用語の翻訳が大変である。（外部知財人材）  

 法律用語については、なるべく使用しないことを心掛けている。本質的な

ことを伝えるということは、法律用語を使わなくても十分に実施可能なも

のである。法律用語を使わないと説明できないのは、結局本質を自分が整

理しきれていないことではないだろうか。（外部知財人材）  

 コミュニケーションのわかりやすさも重要だろう。大企業への対応を中心

にしている外部知財人材だと、「出願の相談をしてきているのだから、これ

くらいは当然わかっているだろう」という雰囲気で話をされることがある。

スタートアップの場合、全然知識がないことも多いので、そのようなスタ

ンスでコミュニケーションをされるとやりにくさを感じてしまう。相手に

あわせた説明力は、実はかなり重要だと思う。（SU・アーリー）  
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＜シンプルかつストーリーを意識した説明＞  

 価値をシンプルに説明する能力も必要。相手は専門家ではないので、「考え

るときはディープに、話すときはシンプルに」を心掛けている。（外部知財

人材）  

 全体の概要→細部の話、など、流れのよい説明ができることが重要である。

（外部知財人材）  

 スタートアップの今後の成長に関する勝ち筋シナリオを説明し、そのシナ

リオの実現可能性を支える要素として知財がどう活きるのか等の観点で説

明することが求められるだろう。そうなると、スタートアップの将来を見

渡す俯瞰的な目線と、そこで知財が活きる場面を的確に説明できる言語化

能力が重要となる。  

 

＜相手に合わせたコミュニケーション＞  

 経営者の人が出てきたり、総務部門がでてきたり、先方の雰囲気や立場も

通常と異なる。情報をくみとる力、柔軟性、相手に合わせたコミュニケーシ

ョン、対応力が必要である。（外部知財人材）  

 新しく外部人材を探す際に重視しているのは、コミュニケーション力であ

る。知財の専門性という意味では大差ないのかもしれないが、なかなか意

思疎通を図れないような人材だと、そのままこちらからフェードアウトし

ていくようなケースもある。（SU・ IPO）  

 

＜話の引き出し方＞  

 発明者から必要なことを上手に聞き出す能力。単に特許査定されることを

目標とするのではなく、維持するに値する特許にできるのかどうか。それ

は技術だけでなく、明細書に何を盛り込んでいくか、弁理士のノウハウが

生きてくるところ。強い特許にするために、どこがポイントで、何を権利化

したいのか、発明者にうまく質問を投げかけて情報を引き出してほしい。

（SU・ミドル）  

 スタートアップの話を一生懸命聞くことが重要。例えば、そのスタートア

ップが何をしたいのか、スタートアップの技術の強みは何か等を聞く。そ

のためには、相手の話が理解出来る程度に、当該ビジネス、技術分野にキャ

ッチアップする姿勢、マインドが重要である。（外部知財人材）  

 スタートアップにとって、どのようなビジネスの展開があり得るのかを聞

き出すことが必要だろう。これを通じて、外部知財人材にとってもビジネ
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スの解像度が上がり、提案の精度も高まっていく。（外部知財人材）  

 とにかく経営者に色々聞いて教えてもらうことが重要であろう。自身はあ

くまでも知財について知っているだけで、ビジネスのことはわかっていな

いというスタンスでコミュニケーションをとっている。ビジネスのことは

相手から教えてもらうという姿勢である。（外部知財人材）  

 

（ⅴ）連携力  

 

他士業・専門家等と連携できるネットワークがあると、スタートアップに対す

る価値提供の機会が増えるという指摘があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜他士業・専門家を紹介する＞  

 巻き込み力やネットワークも重要になる。スタートアップと接していると、

日々色々な相談が来る。当然知財領域とは別の話も相談されることが多く、

資金調達関連の話はよく受ける。自身では直接対応できないものも多いが、

このような場合に「自分の専門ではないからわからない」と返すのではな

く、他の専門家等を紹介できるかどうかは重要であろう。（外部知財人材） 

 広い知識を持っていることがスタートアップ支援では役立つことが多い。

そこで深い知識が必要になったときは、人脈を活かして特定の強みを持つ

弁理士を紹介するなどしている。（外部知財人材）  

 補助金活用の必要性があるときは、中小企業診断士と連携している。（外部

知財人材）  

 他士業・専門家と連携すると、こちらから依頼するだけでなく、向こう側か

ら連携依頼が来ることもあるので、互いに win-win の関係になっている。

（外部知財人材）  

 他の士業を紹介することはよくある。設立を控えているような場合には司

法書士を紹介することもあるし、許認可が必要な場合は行政書士を紹介す

る。また、スタートアップが他社と協業を考えているような場合には弁護

士を紹介して契約面でのサポートをしてもらうようにしている。（外部知財

人材）  

 CFO を探しているという悩みを聞くことも多いので、会計士を紹介するこ

ともある。ファンドや、ファンドを紹介できる人を紹介することもある。

（外部知財人材）  



- 65 - 

 

 人脈・ネットワークを広げていきたいと考えている。例えばファンド関連

の人脈を広げられると、スタートアップに対して提案・紹介できる場面が

広がってくる。スタートアップが直面する様々な課題に対して、適任なプ

レーヤーを紹介できるようになると、スタートアップにとっても価値を感

じてもらえるだろう。 IPAS でも、ファンド等の紹介で価値提供をしている

支援者もおり、参考になった。（外部知財人材）  

 他社との協働等の場面で、契約の話にまで広がった際には弁護士とも連携

することがある。（外部知財人材）  

 契約の建付けのところで弁理士としてアドバイスする。契約の建付けが決

まった後の契約書の書面や文言については弁護士にお願いする。ただし、

持ち分などの知財に関する部分は、弁理士が文言を精査している。（外部知

財人材）  

 顧客の課題をヒアリングする中で、対応できない課題を他士業に紹介する

等の連携は多い。（外部知財人材）  

 契約の話の際は、提携している事務所の弁護士と連携している。（外部知財

人材）  

 知財以外の話題であれば、金融関係やデザイナーを紹介することもある。

（外部知財人材）  

 弁護士と協業することは非常に多い。特にアーリーだと大企業やアカデミ

アと組んでやっていくことがほとんど。そこで必ず契約が発生してくるの

で、知財の面でどのように有利に持っていくか、どのように将来のビジネ

スを守っていくかという観点で弁護士と仕事をすることが多い。（外部知財

人材）  

 弁理士・弁護士の両方がいて、連携したサービスを提供していることへの

期待は大きいと感じている。共同出願契約だけでなく、VC から投資を受け

る際に特許侵害していないことの表明保証を求められることがある。その

ときに弁護士だけで対応するとそのまま受け入れることが多いようだが、

弁理士の目が入るときちんと侵害調査を行った方が良いという判断にな

る。そういった意味で、弁理士×弁護士のタッグができている点はスタート

アップに重宝いただいているところだと感じている。（外部知財人材）  

 ネットワークが豊富であることも大変役立っている。スタートアップは

往々にしてネットワークが不足していることが多い。その穴を外部専門家

が埋めてあげられると非常に価値を感じてもらえる。（外部知財人材）  

 ネットワークという意味では、行政書士との連携も該当するほか、ビジネ
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スとしての連携先を紹介することもある。（外部知財人材）  

 

＜スタートアップ・他士業・専門機関等からの紹介を受ける＞  

 紹介によって新たなスタートアップとの接点が生まれることが多い。スタ

ートアップからの紹介もあれば、ファンドからの紹介もある。（外部知財人

材）  

 創業支援等を手掛けている金融機関や、大学の産学連携組織・TLO 等から

スタートアップの紹介を受けることが多い。（外部知財人材）  

 インキュベーション施設や中小機構等に意見交換に伺い、そこからいくつ

か紹介してもらった。その後も営業で仕事を取りに行くということはやっ

ておらず、人づての影響の大きさを感じている。（外部知財人材）  

 VC から案件を紹介してもらうことがある。（外部知財人材）  

 既に付き合いのあるスタートアップからの紹介で次の案件が発生すること

が多い。（外部知財人材）  

 一度スタートアップ業界での実績ができると、経営者同士で評判が広がり、

次の顧客に繋がることもある。（外部知財人材）  

 他の専門家やスタートアップからの紹介でつながることも多い。（外部知財

人材）  

 スタートアップは人材流動が激しいので、転職先でつなげてもらうなど、

口コミで広がっていくこともある。（外部知財人材）  

 弁護士や公的機関の支援事業、VC を介して弁理士にアクセスすることが多

いのではないか。（SU・ミドル）  

 

（ⅵ）対応力  

 

対応の姿勢やスピード感を指摘する声が多く挙がった。例えば、対応の仕方と

して先生的なスタンスでは望まないことや、チャットツール等を活用したスピー

ド感のある対応、即座に決断・意見提供する姿勢の重要性が指摘された。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜「先生」というスタンスは取らない＞  

 目線を相手に合わせる、という姿勢も重要である。偉い先生というスタン

スで接してしまうと、途端にスタートアップとの間に壁ができてしまい、

よいコミュニケーションを取れなくなってしまう。（外部知財人材）  
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 「好かれる人」であることが大事だと思っており、それを常に意識してい

る。一緒に考えていくという姿勢や熱意が大事で、「先生」として接するの

ではなく、コーチング的な接し方が良いだろう。（外部知財人材）  

 スタートアップごとに知財のレベルは異なる。知財のことがよくわかって

おらず、何かアイデアを言えば自然に特許ができあがると思っているよう

なところもあれば、CTO が大企業の開発出身でとりたい特許の具体像があ

る場合もある。外部人材は、スタートアップの話を聞きながら、レベル感に

合わせて対応することが大事である。（SU・ミドル）  

 気難しい雰囲気の外部人材はスタートアップに受け入れられにくいのでは

ないか。スタートアップ支援においては、互いに楽しめる雰囲気作りも実

は重要である。スタートアップ側も、様々な社会課題に対して、楽しんで解

決策を考えていこうとしている人が多いので、当然外部人材にもそのよう

なマインドがあるとフィットするだろう。（外部知財人材）  

 スタートアップから見た「とっつきやすさ」や「話しやすさ」は非常に重要

である。（外部知財人材）  

 特許事務所によっては、上から目線で話をされるようなことも多い。「有名

だけれどあそこに相談にいくのは嫌だなあ」と思った。気さくに、親身にな

って相談に乗ってもらわないと相談がしにくいし、相談がしにくいと我々

が見えていないリスクについて専門家としてのアドバイスをもらうことも

難しい。（SU・ IPO）  

 

＜スピード感への順応＞  

 思考、行動、レスポンスの速さに加えて、それらの初動の速さも必要であ

る。トライ＆エラーの高速ループを実行できるのも重要である。（外部知財

人材）  

 大企業の場合は、次の半期に向けて検討していくというような話も多いが、

スタートアップの場合はすぐに色々なことが動いていく。先月話をした内

容が、今月になると全く別の話になっているようなことも多い。（外部知財

人材）  

 外部の知財人材に関しては、もちろん専門知識も必要だが、普段社内に居

ない中で社内の状況を上手く理解してもらう必要があるので、コミュニケ

ーションスキルは重要である。（SU・レイター）  

 外部弁理士について、スキル以前の対応力を見ている。例えば、質問に対し

て決まった時間内に応答する等。その上で技術的な対応力も見ている。ま
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た、スピードも重要視する。（SU・ミドル）  

 スピード感を持った対応も非常に重要である。スタートアップ支援におい

ては、例えばメール等に対して即座にレスポンスすることを心掛けている。

（外部知財人材）  

 スタートアップでは意思決定者と直接やり取りするため、仕事のスピード

感が速い。（外部知財人材）  

 外部知財人材には、スピード感があるとよいと感じている。以前付き合い

のあった弁理士は事務的な対応が遅く、不満を感じていた。例えば拒絶理

由対応や、登録査定後の分割検討等、かなり遅いタイミングでの連絡だっ

た。大企業等のメインクライアントへの対応に注力し、スタートアップへ

の対応をないがしろにしているのではないか、という疑念も持った。（SU・

アーリー）  

 外部専門家には、納期・レスポンスの速さを求める。100 点ではなくても即

レスポンスしてもらわないと、スタートアップの場合は、考えている間に

方針が変わってしまう。（SU・シード）  

 

＜ IT ツールを活用した即座のコミュニケーション＞  

 コミュニケーション能力が重要。比較的若い世代が多く、連絡ツールも中

小企業とは異なる。（外部知財人材）  

 対応のスピード感は相当求められる印象である。チャットツールを使って、

即座なレスポンスを求めるスタートアップも多い。（外部知財人材）  

 複数のチャットツールを使いこなし、それらの通知に素早く気づけること

が必要である。（外部知財人材）  

 複数のビデオ会議ツールを使いこなし、通信不良が少ない環境を構築でき

ることも実は重要だろう。（外部知財人材）  

 通常の企業⇔事務所間のコミュニケーションとは、スピード感が明らかに

違う。分刻みでコミュニケーションを行っている。チャットベースでどん

どん質問が来て、すぐに反応することが重要である。（外部知財人材）  

 

＜その場で決断する姿勢＞  

 決断力を求められる場面が多いと感じる。これはスピード感のある対応が

求められるということとも関連しており、スタートアップの事業環境の中

では外部人材であってもその場で決断することが求められる場面もある。

（外部知財人材）  
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 瞬発力が非情に大事である。持ち帰って事例を調べるというような対応で

はなく、海外事例等を常にウォッチしておいて、ミーティングの場で類似

事例を瞬時に提案するような瞬発力が求められる。（外部知財人材）  

 カウンターとなるお客さまが経営者自身である場合、時間がなくすぐに結

論を求められることも多い。短い打ち合わせの中で頭をフル回転させて話

さなければいけない。その場で判断しなければならないこともよくある。

（外部知財人材）  

 相手も 100%の正解を求めているのではなく、粗削りであっても早く回答す

ることが重要というようなイメージである。感覚的には 60％ぐらいの正解

で方向性が示されていればよいのではないかと感じる。正解を求めている

のではなく第三者としての意見が欲しいというような場面は多い。（外部知

財人材）  

 スピード感やその場で見解を伝えることも求められることが多い。感覚的

には、100%正しい見解を求めているというよりも、6 割程度の状態で良い

ので、ロジカルに話を組み立てたうえですぐに見解が求められている印象

である。（外部知財人材）  

 

＜スタートアップの負担感を考慮した対応＞  

 「宿題を与えすぎない」という姿勢も大事であると感じる。スタートアッ

プ内部は本当に多忙であるため、知的財産に関連する業務を過度に負担と

捉えられてしまうと逆効果になってしまう。そのようなスタートアップ内

部の事情をくみ取り、過度に負担を与えず、外部人材側が巻き取るような

姿勢も伴走する上では大切である。（外部知財人材）  

 スタートアップ側の様々な事情をくみ取れるような姿勢も重要だと考えて

いる。当然資金が潤沢ではないケースもある中で、「このスタートアップが

今本当に知財を最優先で取り組むべきなのか」という視点を持つことも大

切である。知財が最優先ではないようなビジネスの場合には、出願ではな

く他の重要事項を先に取り組むよう促すこともある。相手の立場に考えて

柔軟に対応していく姿勢が重要である。（外部知財人材）  

 スタートアップ経営者は当然他にもやらなければならない重要事項がたく

さんあるので、あまり多くの知財情報を与えてしまうと負担感を持たれて

しまう。（外部知財人材）  

 スタートアップの立場で考える姿勢も重要になると考えている。スタート

アップは特に金銭面で潤沢ではない時期もある。そのような場合に、何で
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もかんでも外部人材側の利益になるような方向で支援をするのではなく、

スタートアップ側の事情を踏まえて臨機応変に対応できなければならな

い。金銭感覚は重要だろう。（外部知財人材）  

 100%権利を取れることを優先するのではなく、イメージとしては 70%くら

いの可能性でよいので、費用面を考慮しながら権利化を考えていきたい。

このあたりの事情も踏まえて、フランクにコミュニケーションできる外部

人材だとやりやすい。（SU・アーリー）  

 大企業対応が中心の外部人材だと、時間をかけて「絶対に間違いのない」解

を出すことに注力する傾向があるように感じている。スタートアップはそ

うではなく、どちらかというと 6 割くらいの精度でよいので、早めに仮説

や見解を提示してくれる方がありがたい。（SU・アーリー）  

 

（ⅶ）共感力  

 

 スタートアップとの信頼関係を構築することの重要性を指摘する声が多く上

がった。信頼関係の構築に際しては、スタートアップに対する共感を示すことや、

スタートアップの文化・動き方等に対する理解が重要であるとの指摘があった。 

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜スタートアップへの共感を通じた信頼関係の構築＞  

 CEO との信頼関係は必須事項であり、その信頼を得るためのコミュニケー

ション力はかなり重要なスキルとなる。CEO の信頼を得るためには、ビジ

ネスの目線でコミュニケーションできることが重要である。知的財産あり

きのスタンスで接すると、飽きられてしまうだろう。（外部知財人材）  

 支援者側がスタートアップを好きになり、積極的にビジネスモデル等を学

んでいく必要がある。知財のテクニカルな話だけをしていては、特にスタ

ートアップ経営者の受けは良くないだろう。（外部知財人材）  

 スタートアップの経営者と仲良くなるためのコミュニケーションスキルは

重要である。経営者の頭にあるビジョンをよく聞き、それに対する共感を

伝えていくような姿勢が重要だと感じている。共感できればスタートアッ

プとはすぐに仲良くなれる。そうなると、何でも話せるようになるので、外

部人材が活躍できる機会は広がるだろう。ビジョンだけでなく、設立時の

想いやコンセプト等、大きな視点での話を引き出していくことが大切であ

る。（外部知財人材）  
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 スタートアップの初期だと形が決まっていないので、経営者も何をしてい

けばよいか悩んでいるケースも少なくない。したがって、まずは経営者の

考えに共感して信頼関係を作っていくプロセスが必要となる。（外部知財人

材）  

 経営者の考え方を把握しようとする姿勢が非常に重要である。先日、ある

スタートアップの経営者に「一緒に仕事をしていて楽しい」という言葉を

もらったが、これはまさにこのような姿勢が評価されたのだと思っている。

（外部知財人材）  

 経営者に信頼をしてもらえるような姿勢が非常に重要であり、長く付き合

っていく上ではそれが最も必要であると言っても過言ではない。信頼を得

るために自身が工夫していることの例として、当該スタートアップのプロ

ダクトを実際に購入し、自分でも使用してみたうえで、共感した点等を伝

えるという試みをしている。そうすることで、自分にとってもスタートア

ップに対する共感や関心が増すであろうし、経営者からの信頼も高まる。

（外部知財人材）  

 当社の事業にどれだけ興味を持ってくれているかも大事。スキル・専門性

だけで付き合う専門家を決めるのは難しい。（SU・シード）  

 

＜スタートアップの動き方に対する理解＞  

 スタートアップ独自文化への慣れが大事。スタートアップ文化は中小企業

や大企業とは全く異なる。特に、基本的にオープンな環境で事業を発展さ

せていく点が異なり、それに伴い秘密管理に関する考え方も大企業とは異

なる。（外部知財人材）  

 

（ⅷ）積極性  

 

 対大企業における支援のように、出願代理だけで貢献するということではなく、

スタートアップに伴走していく姿勢や何でも対応するというマインド、積極的に

提案していく姿勢が重要であるとの指摘があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜スタートアップに伴走する覚悟＞  

 マインドセットとして、「スタートアップを何とかしよう」というコミット

メントが重要である。（外部知財人材）  
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 実務能力の前に、スタートアップに適応するマインドが重要だと考えてい

る。例えば、ポジティブであることや、スピード感への順応等が該当する。

（外部知財人材）  

 スタートアップに対して当事者意識を感じることができ、事業を一緒に考

えるような想像力を持つことが非常に重要だと感じる。（外部知財人材）  

 大企業の場合、ある程度企業側で想定している答があることも多いが、ス

タートアップではそのようなケースはなく、一緒に答を考えていくような

接し方が求められる。（外部知財人材）  

 コロナ前は年に数回当社に来てもらい、丸 1～2 日かけて発明発掘を行う等

していた。互いに意図や理解を深める良い機会になっていた。（SU・レイタ

ー）  

 通常弁理士の業務は言われたことをやるというスタンスであるが、スター

トアップ支援の場合はこちらから自発的にやるという違いがある。（外部知

財人材）  

 どうしても今出願をしなければならない事情を抱えるスタートアップもい

る。例えば、投資家との交渉に際してどうしても知財がキーになるような

ケースである。そのような場合には、徹底的にヒアリングを重ねて、権利化

に向けて最大限サポートを行う。この場面では何としてでも権利化を実現

するというような、あきらめずに尽力する姿勢が必要になる。スタートア

ップの取組を自分事として捉えるということである。（外部知財人材）  

 スタートアップの場合、何でもかんでも出願できるほどの資金がない場合

もあるため、出願しようと決めたものについては何が何でも登録まで持っ

ていきたいというケースもあるだろう。このようなスタートアップ側の想

いを理解し、同じ熱量で対応してくれる人だとありがたい。（SU・レイター） 

 

＜何でも対応するというマインド＞  

 知的財産を核としつつも、「この仕事は知財か？」というような内容まで含

めて何でも対応していくような姿勢が必要になる。特にシード期だと、そ

のような場面は多い。大企業では滅多にやらない手続きが発生する（移転

登録、印鑑変更、社名変更等）。スタートアップでは住所が変わるようなこ

とはよくある。（外部知財人材）  

 出願以外にもいろいろ必要とされる仕事がある。投資家に提出するような

知財デューデリジェンス、いかに簡潔に技術の内容を伝える資料を作成す

るか、というサポートも重要となる。（外部知財人材）  
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 スタートアップの支援をする際には、外部の専門家が担う役割を大企業の

場合よりも広くしていく必要がある。（外部知財人材）  

 役割の壁を越えて貢献していく姿勢や積極性は必要である。（外部知財人

材）  

 出願業務だけではなく、社内の様々な業務を担ってくれている。ある意味、

当社の社員のような働き方をしている。当社のチャットツールのメンバー

にも入ってもらい、日常的に協働している。（SU・アーリー）  

 一見知財とは関係なさそうな仕事であっても、その先で知財につながるこ

とはよくある。学問的には知財機能の線引きをできると思うが、スタート

アップの現場を見ると、やはり人が足りないので、勝手に線引きをせず何

でもやるというのが正解だろう。（SU・アーリー）  

 出願等、範囲や役割を限定した考えを持たない方がよい。（SU・アーリー） 

 スタートアップに求められるのはジェネラリストタイプではないだろう

か。なんでもやるというマインドセットが重要である。役割を限定してし

まうタイプの人材が悪いというわけではなく、そのようなタイプの人材は、

発注が来た際にプロフェッショナルな仕事を完遂することに注力すればよ

い。（SU・アーリー）  

 経営者は出願で困っているのではなくて、知財の対応をどうすればよいの

かよくわからなくて困っていることが多い。したがって、知財に関連する

ことを何でもやる、というスタンスで臨むとよいだろう。機能範囲を区切

らない方がよいかもしれない。何でもやるというマインドセットが重要で

ある。（SU・アーリー）  

 大企業とスタートアップの違いは、人が足りているか足りていないかであ

る。人が足りているのであれば、機能範囲を区切る意味はある。人が足りて

いない場所で機能範囲を区切ると、むしろ回らなくなってしまう。したが

って、何でもやるというマインドが最も重要ということである。（SU・アー

リー）  

 経営者が知りたいと思うことを想像し、勉強しようとする姿勢が重要であ

る。また、知財戦略は売上や企業価値に直結するという責任感を持ち、知財

面だけでなくビジネス領域にも踏み込んで支援するマインドも非常に重要

だと感じる。（外部知財人材）  

 思い付きで色々な相談をしてくることが多いということもスタートアップ

の特徴であろう。そのため、出願業務しかできない知財人材だと価値を発

揮できる領域が相当限られる印象である。（外部知財人材）  
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＜積極的に提案する姿勢＞  

 スタートアップ領域に参入する際にマインドは非常に重要だと思う。大企

業の知財に従事していると余計なことを言わない方がいいというマインド

になり、おせっかいをしなくなる傾向があるが、スタートアップの知財に

従事する場合には、おせっかいであっても積極的に提案等をしたり、スタ

ートアップの課題を自分事として捉えて取り組んだりするマインドが求め

られる。（外部知財人材）  

 大手を顧客としている弁理士の場合、受け身で仕事ができてしまう環境に

いることもあるが、スタートアップに対しては、「どこを特許にできそうか」

「どこを特許にするとよいか」を積極的にアドバイスしてもらえるような

人だとよい。（SU・ミドル）  

 スタートアップはスピード感を重視しているため、知財が後回しになりが

ち。そのような状況であっても、めげずに色々提案してくれるような人だ

とありがたい。限られた予算の中で権利化する際の出願優先度、出願タイ

ミングも含めて相談できるような人だと、社内の知財リテラシーも向上す

る。（SU・ミドル）  

 的確に伝える提案能力が求められる。スタートアップのビジネスでは法的

にグレーゾーンの部分で事業展開することもあるため、なぜ黒じゃなくて

グレーなのかを論理的に説明できる提案能力が求められる。グレーゾーン

について考える際は、条文等の基本に立ち戻って論理的に思考することを

心がけている。法律家としての提案力は論理的に筋道の通った提案をする

ことだと考えている。（外部知財人材）  

 スタートアップから言われたことだけを言われた範囲でやるという下請け

的なスタンスでは、スタートアップ支援で価値を発揮できない。（外部知財

人材）  

 商標出願の場合は頑張れば自分でもできる。出願代理だけでなく、＋αの

意見や提案がほしい。それがないと、経営者に自社でやれば良いと言われ

てしまう。自分たちが気付いていないことを気付かせてもらうために外部

を活用している。（SU・ IPO）  

 こちらから言われたとおりに書類を作るだけ、というような下請け的なマ

インドで臨む外部知財人材だと、あまり価値を感じないのが正直なところ

である。（SU/ミドル）  
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（ⅸ）発信・行動力  

 

 ここまで挙げてきたスキルの他に、外部知財人材自ら対外発信活動等を行うこ

とによって、スタートアップ側に認知してもらう機会を創出し、接点を増やして

いくような活動の重要性を指摘する声もあった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例】  

＜外部発信活動によって接点を作る＞  

 スタートアップ知財に関連する内容で、講演等で様々なメディア等に名前

が掲載される機会も多く、そうした情報を見て声がかかることもある。（外

部知財人材）  

 外部で講演を行う等、積極的に対外露出をするようにしており、それがき

っかけでスタートアップとの接点が生まれることもある。（外部知財人材） 

 企業側と支援側のインターフェースをきちんと整えて発信することが必

要。「こういうスキル・考えを持っている弁理士がいる」ということは発信

しないと企業は気付けない。逆に、「この企業はこういう人を必要としてい

る」ということも発信しなければ外部人材に気付かれない。支援側はもっ

としっかり発信するように意識しなければいけないと思う。自身はセミナ

ー等での発信が多く、発信をすることで依頼をもらえていると感じる。パ

テント誌の寄稿をきっかけに連絡がきたこともある。（外部知財人材）  

 事務所のブログで情報発信もしており、それも見てもらえていると思う。

（外部知財人材）  

 スタートアップ向けのコンテンツを発信することを意識している。（外部知

財人材）  

 講演実績等を見て問い合わせてくるスタートアップも一定数存在する。（外

部知財人材）  

 セミナーを開催したり（スタートアップだけでなく、VC などに対しても）、

国や自治体のアクセラレーションプログラムでの支援を介したりしてスタ

ートアップとの接点を作っている。（外部知財人材）  

 初期段階では、弁理士が開催するセミナー・講演に参加し、「この事務所は

この分野が強い」、「この事務所はスタートアップ支援に慣れていそうだ」

といった情報を集めておき、タイミングがきたときに適切と思うところに

依頼していた。（SU・ミドル）  
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＜コミュニティへの参加＞  

 外での活動（弁理士会等）を活発にしていたことにより構築されたネット

ワークが生きていると感じる。組織により価値観や文化は異なるため、偏

らないためにも社外との交流は重要である。（外部知財人材）  

 VC 等が集まるコミュニティのような場があり、そのような所と接点を持っ

ていると、連携機会も生まれやすくなるだろう。（外部知財人材）  

 スタートアップとの接点については、スタートアップが集まるコミュニテ

ィに参加して得るようにしている。（外部知財人材）  

 コミュニティに所属すると、もちろんスタートアップとの接点もできるが、

自身がコミュニケーションハブとなれるようなネットワーク構築にもつな

がる。（外部知財人材）  

 色々なコミュニティに参加すると、当然様々なバックグラウンドの人たち

がいるので、知識や考え方がどんどんアップデートされる。（外部知財人材） 

 フットワークが軽い人材であれば、色々なところに顔を出すはずなので、

スタートアップからすれば見つけやすくなる。（SU・アーリー）  
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３．  内部人材  

 

（１）  概略  

 

本調査研究で実施したヒアリング調査結果を中心として、内部人材に求められ

るスキル等を整理した。  

なお、スタートアップ内部に知財専門性を持った専任者が存在するケースはま

だ多くないが、本調査研究においては、そのような体制であったとしても経営者

等の内部人材にとって必要な知財スキルを「知財アンテナ」という言葉を使って

整理した。  

これは、必ずしも知的財産に関する専門的知識までは求めないが、ビジネスに

おける各場面において「このようなケースだと知的財産に関連する論点があるは

ずだ」という感覚を保有しておくというコンセプトで整理したものである。  

概略としては、スタートアップにおいて想定されるビジネスフローの例をモデ

ルとして、各プロセスで必要となる知財アンテナを配置するという整理を実施し

た。各アンテナの詳細は以降で記述する。  

 

図表  III-4 スタートアップのビジネスフローと知財アンテナ  

 

出所）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社作成  

 

アイデア・知の創出 ビジネスモデルの検討
商品・サービスの

リリース

投資家・投資機関 パートナー

 アイデアアン ナ
新たなアイデア・知の 出・活用時

② ビジネスモデルアン ナ
競合と比較した訴求ポイントの検討時

③ 発信アン ナ
社外発信時

④ リスク対応・体制アン ナ
リスク対応・体制構築時

⑤ 資金アン ナ
資金調達検討時

⑥ 連携アン ナ
他社との協業時

ビジネスフローと知財アン ナ

持続的な経営
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（２）  内部人材に求められる要素  

 

（ⅰ）アイデア・知の創出時に必要な知財アンテナ  

 

 自社における活動の中で創出されたアイデアに対して、発明と捉える感覚や、

それを知的財産として捉える目線があるとよいという指摘があった。また、さら

に進んで、知的財産として捉えたアイデアを、権利化に向けて動くのか、秘匿し

ておくのかを考えてみるような目線も必要であるとの意見があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例（一部再掲）】  

＜発明に対する感覚＞  

 発明を発掘できる力、言い換えると目利き力のようなスキルを持った人材

がいると、外部の知財人材との協働がより円滑に進むと実感している。（外

部知財人材）  

 大手企業の場合は、ある程度発明発掘がされ、整理された状態から外部の

知財人材との連携が始まることが多いが、スタートアップでは何も整理さ

れていない段階からスタートすることがほとんどである。そうなると、何

度もヒアリング等を重ね、技術的にコアとなる部分を協議および特定し、

それでようやく出願の話につながっていく。これは非常に労力と時間を要

する作業であるため、スピード感を重視するスタートアップにとっても嬉

しいことではないだろう。（外部知財人材）  

 課題、解決手段、作用・効果の中で解決手段が発明だということを、きちん

と開発現場で整理できるとよい。これを発明センサーと呼んでいるのだが、

それが現場にあると発明を取りこぼさないで済む。その中で本当に大事な

発明を選べばよい。（外部知財人材）  

 

＜アイデアを知的財産として捉える目線＞  

 「こんなアイデアは特許になるか？」、「権利化したらよいのではないか？」

と自分から相談してくれるような人がいるとよい。（外部知財人材）  

 技術者から自発的に「これは特許になるのではないか」「これは特許にして

おいたほうがよいのではないか」と言ってもらえるのが理想である。（SU・

ミドル）  

 知的財産に関する公的支援の後 2 件特許出願を行ったが、特許出願を機会

に、エンジニアとの間でどのようなところに知財性があるのか、特許で守



- 79 - 

 

れるのかといった検討を行い、重要なコミュニケーションができたと感じ

ている。（SU・ミドル）  

 

＜権利化するか秘匿するかを考える目線＞  

 社内で特に考えるべきことは、ブラックボックスにすべき点と知財化すべ

き点の切り分け。知財担当と現場エンジニアが相互理解を深めていくこと

が非常に重要である。（SU・ミドル）  

 戦略は、クローズにすべきところとオープンにすべきところの検討が重要

である。戦略が固まる前に出願してしまうと、秘匿化すべきところを公開

してしまい後悔することもあり得る。ある程度戦略を考えてから出願を検

討した方が良い。また、権利化を考えていても、新規で誰もやっていないよ

うな段階であれば、わざわざ早くに技術を公開する必要はないので、タイ

ミングも重要。カバレッジが広い権利範囲で特許をとれるのであれば、製

造工程も権利化することはあるが、他社が容易に回避できるようなもので

あればノウハウとして秘匿する考えもある。（SU・レイター）  

 技術情報管理においては、「どういったデータを使えるか」、「どのような権

利があるのか」を洗い出し、外に出していく情報、内部で秘匿化する情報を

切り分けしている。（SU・レイター）  

 出願をするか秘匿管理をするかという観点も非常に重要であると感じてい

る。例えば、構造に関するような、リバースエンジニアリングでわかってし

まう部分については権利化を考えるが、中身の解析方法等についてはリバ

ースエンジニアリングではわからないので、秘匿化を考えるようにしてい

る。（SU・ミドル）  

 

＜アイデアの出自＞  

 職務発明規程については、入社時に既に特許出願がなされている状況であ

ったので、前職での知財体制整備の経験も踏まえて、整備していかなけれ

ばならないということで対応した。（SU・アーリー）  

 

（ⅱ）ビジネスモデルを考える際に必要な知財アンテナ  

 

 顧客に対して自社独自の価値提供をしていくにあたり、競合の参入を阻止して

自社ならではの価値提供を実現していこうとする際に知財活用の目線を持って

いるとよいという趣旨の意見があった。また、ビジネスの安全性という側面から
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も、自社が提供しようとしている価値が、既に他社に権利として押さえられてい

ないかを確認しておくような意識の重要性についても指摘があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例（一部再掲）】  

＜競合の参入阻止・自社提供価値の差異化＞  

 単に技術の保護ではなく、競合が入ってこないようにするために特許を取

るべき。発明を保護しても競合が入ってくるなら特許の意味がない。（外部

知財人材）  

 保護したい事業領域を設定して、逆算試行で出願しないといけない。出願

したらたまたま保護できたでは良くない。（外部知財人材）  

 他社牽制の役割も果たしていると考えている。当社と同じような資産で同

じような開発を行っていた他社もあったが、知財で牽制することによって、

なかなか他社が当社のようなプロダクトを作ることができなくなり、事業

方針を変えていった。それは知財権利化の成果だと感じている。（SU・レイ

ター）  

 特許出願および権利化については、他社に対する参入障壁の構築という観

点で一定の効果はあったものと感じている。（SU・ミドル）  

 単純に特許で参入障壁を築く、という話ではなく、秘匿管理も含めた形で

の優位性構築がビジネス的には重要であると考えている。（SU・ミドル）  

 

＜ビジネスの安全性確認＞  

 スタートアップを創業した後でも、明確に事業計画を立てられていないケ

ースは多い。優れた技術なので何かに役立つはずだという段階で創業して、

明確なアプリケーションが定まっていないことは結構多い。その分野に競

合がいる等の問題があって開発が進まないことも多い。事業を精緻に描い

て、どの部分なら会社として開発ができて、スケールできて、技術的優位性

があって、利益が出るかを見極めないといけない。（外部知財人材）  

 製品を出すときには侵害というものに気を付けなければいけないという感

覚があるとよい。（外部知財人材）  

 技術開発そのものが当社にとってはコアとなるので、開発スタート時に論

文だけでなく他社の特許調査を行うことは必須だと考えている。仮に特許

調査を行わないまま開発を進め、その後他社特許の侵害可能性があるよう

なことが判明してしまうと、当社のようなビジネスの場合は致命傷となる。

（SU・アーリー）  
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 スタートアップの経営者であれば、ビジネスのリスクに対する感度が重要

だろう。様々な外部要因をむしろ勝機と捉えてポジティブに取り組んでい

く、というマインドも重要であるが、一方で投資家サイドはやはりリスク

面をかなり重視している。（外部知財人材）  

 スタートアップ内部にどのようなリスク要素があるかを認識し、それに対

してどう対処していくのか、という感覚が必要であろう。そのリスク関連

の一要素として、知財に関するフラグを立てられていれば、あとは外部人

材との協働で解決していくだけになる。（外部知財人材）  

 事前にいくつか商標の案を考えたうえで先行調査を行い、その中で問題の

なさそうな商標を絞り込んだうえで出願へ移行するようにしている。（SU・

アーリー）  

 市場での存在感が増してくると、他者から目を付けられることも多々あり、

明らかに当社をベンチマークにしたような出願が出てきたり、模倣的な製

品が出てきたりすることもある。（SU・ IPO）  

 

＜ライセンスを想定したビジネスモデル＞  

 ライセンス契約書、約款ひな形について弁護士にアドバイスを求めたこと

もある。ライセンス供与のための契約書は非常に重要である。（SU・ミドル） 

 

（ⅲ）商品・サービスのリリース時に必要な知財アンテナ  

 

 自社の取組等をピッチイベントや論文・記事等で対外発信する際に、現時点で

話してもよい情報と話すのを控えた方がよい情報を意識できるとよいという趣

旨の指摘があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例（一部再掲）】  

＜基本となる目線＞  

 発表したらだめ、使い始めたらだめ、製品として出しておくのであれば特

許を考えておいた方がよい、というような感覚があるとよい。（外部知財人

材）  

 新規性喪失に関連した失敗事例はスタートアップで散見される。先んじて

どこかで公開してしまっているケースは多い。（外部知財人材）  

 特許出願よりも先に公開するのを控える等、基本的なアンテナを持ってお

いてほしい。（外部知財人材）  
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＜ピッチイベント等での発信＞  

 スタートアップは自社の PR をしたいという意向が強いため、ピッチイベン

トへ参加した際に話し過ぎてしまう恐れがある。このような事態を防ぐた

め、営業秘密管理の観点から事前に助言を行うようにしている。（外部知財

人材）  

 営業秘密管理的な意識がないケースが散見される。スタートアップの場合、

SNS やピッチイベント等でどんどん PR したいという気持ちが強く、出願

前に情報を出しすぎてしまうケースが多い。（外部知財人材）  

 営業秘密的な情報の線引きが難しいと感じている。スタートアップの場合、

外でたくさん PR を行い、注目してもらいたいという気持ちが大きいため、

放っておくと本来営業秘密的な位置づけにある情報までどんどん話してし

まうことはよくある。あるべき論としては、開示する情報と開示しない情

報の線引きをしっかりしたうえで管理するのがよいのだが、スタートアッ

プの動き方を鑑みた場合にその線引きは悩ましくも感じる。どこまでだっ

たら情報を出せるのか、というギリギリの線を考える必要がある。（外部知

財人材）  

 営業秘密管理については、多くのスタートアップが抜けていると感じてい

る。感覚的には特許に対する意識よりもだいぶ低い印象である。ピッチで

公開する情報の範囲など、気を付けなければならない点は多い。（外部知財

人材）  

 YouTube 等でも情報発信をして、当社に就職したい者に向けて魅力を発信

する活動も増えてきている。その中で、これまでブラックボックスとして

いた話が漏れてしまっているような場面も感じており、改めて営業秘密管

理を全社的に再強化しなければならない。規模拡大に向けて他社と違うと

ころをなるべく魅力的に発信したいという意向と、当社の知的財産として

秘匿しておかなければならない感覚とのバランスの問題でもあり、悩まし

いところである。おそらくは、成長段階後期のスタートアップにおいても、

情報発信と秘匿管理という観点で同じような問題が発生し得るのではない

だろうか。（SU・ IPO）  

 

＜論文等による発信＞  

 出願前に発明に該当する内容を公の場で話してしまったり、あるいは大学

と連携している場合等には論文として公開してしまったりしたような例も
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よく目にする。（外部知財人材）  

 出願前に論文発表してしまうと、新規性や進歩性がなくなって取り返しが

つかない。論文発表前にいかに概念的な特許を取れるかが重要である。（外

部知財人材）  

 もう少し早く相談して欲しかったと思う事例は、商標、特許を後から取り

たいという典型的なパターンが多い。特許の場合、既に自ら情報を公開し

てしまっていることもあり、新規性喪失の例外に関する対応をしなければ

ならず、対応が大変になる。（外部知財人材）  

 

＜戦略的な開示＞  

 知的財産を活用することで差異化戦略を推進し、競合への対策を打ってい

ることや、経営方針に知的財産を活用していることをアピールし、投資家

への PR に知的財産を活用する企業は少しずつ増えている。これは、特に、

スタートアップには有効な機能である。（SU・レイター）  

 一般には公開しない投資家向け説明資料の中に、知財ポートフォリオと代

表的な個別特許の説明スライドを作り、投資家に直接説明をした。（SU・レ

イター）  

 

（ⅳ）持続的なビジネスを行うために必要な知財アンテナ  

 

 スタートアップが持続的な成長をしていくうえで、段階によっては体制整備が

論点になるフェーズもあることから、知財面からの体制や規程整備等に関する重

要性を指摘する声があがった。なお、アイデア・知の創出時に必要な知財アンテ

ナとして触れていたような権利関係の見直しも当然重要となる。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例（一部再掲）】  

＜職務発明規程の整備＞  

 職務発明規程については、入社時に既に特許出願がなされている状況であ

ったので、前職での知財体制整備の経験も踏まえて、整備していかなけれ

ばならないということで対応した。（SU・アーリー）  

 

＜営業秘密管理体制の見直し＞  

 YouTube 等でも情報発信をして、当社に就職したい者に向けて魅力を発信

する活動も増えてきている。その中で、これまでブラックボックスとして
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いた話が漏れてしまっているような場面も感じており、改めて営業秘密管

理を全社的に再強化しなければならない。規模拡大に向けて他社と違うと

ころをなるべく魅力的に発信したいという意向と、当社の知的財産として

秘匿しておかなければならない感覚とのバランスの問題でもあり、悩まし

いところである。おそらくは、成長段階後期のスタートアップにおいても、

情報発信と秘匿管理という観点で同じような問題が発生し得るのではない

だろうか。（SU・ IPO）  

 

 

 

（ⅴ）資金調達検討時に必要な知財アンテナ  

 

 特にスタートアップからはこの点を強調する声が多く、VC 等に対して自社ビ

ジネスの確度を担保する材料として知財を活用することの重要性が指摘された。 

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例（一部再掲）】  

＜VC 等に対して自社ビジネスの確度を説明するための材料とする＞  

 VC と話をする際に、知財があると自社のビジネスを説明するエビデンスに

なり、説得力の蓋然性が高まる。（SU・アーリー）  

 資金調達を行う際にも、権利があるかどうかはよく問われるので、自社を

説明する材料として非常に重要であると感じている。（SU・アーリー）  

 シード・アーリー段階でこれから自分たちの技術を世に出していこうとい

う段階においては、とにかく今持っている技術・将来構想を権利化して調

達につなげていくことが重要である。（SU・ミドル）  

 スタートアップの場合、本格的な研究開発をスタートする前に外部から資

金調達する際に知財戦略の説明を求められる。そのため、シード期の初期

からビジネスプランの骨格に知財戦略を入れた。知財戦略はあるが実際の

出願件数はほぼゼロという状況で、今後どう権利化を狙うかの宣言だけを

した。（SU・レイター）  

 なぜこのビジネスモデルで成功するのか、事業計画を実現できるのか、投

資家に裏付けを話さなければいけない。「こういう権利を抑えているから他

社は参入できない。そのため、これくらいのシェアは確保できる」というよ

うに、知財を材料に話をすることができる。確かに知財にコストはかかる

が、将来の資金調達に比べれば意味のある投資であるという考え方もある。
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（SU・レイター）  

 VC からの資金調達時にも権利が役立ったと感じている。DD を受ける際に

説明の根拠として知財の力が発揮されていると認識している。VC からは、

自社や競合の知財について言及されることがある。DD の際には知財リスト

を提出してアピールするようにしている。（SU・アーリー）  

 創業当初から特許だけでなく商標にも力を入れていることは、VC、投資家

から高く評価されたため、資金調達等に役立った。最近では、VC から特許

や商標に関する着手状況を聞かれることは当たり前になってきていると感

じる。（SU・アーリー）  

 知財面の取組は、VC との対話でも役立っている。多くの場合、VC からは

事業成長の方向性や自社の優位性を聞かれるが、その際に優位性を支える

一要素として特許をおさえられていると、説明する際のストーリーに関す

るロジックが強固になる。他社ではできない、ということを知的財産の観

点から説明することができている。（SU・ミドル）  

 

（ⅵ）他社と連携する際に必要な知財アンテナ  

 

 他者とのパートナーシップを考える際に、知財面から契約をどう的確に締結し

ていくかという点に関する指摘とあわせて、自社知財を保有していることがパー

トナー候補先に対する信頼の証左として活用していく目線も有用であるとの指

摘があった。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例（一部再掲）】  

＜契約内容の精査＞  

 契約関係については、相手先と締結する前に相談してほしいと感じたケー

スが多々ある。スタートアップにとってはあまりよくない契約内容になっ

ていることも散見される。（外部知財人材）  

 どのような部分を知財として守るのか、守れるのか。パートナー戦略を進

めるにあたりどのような形で権利を守っていく必要があるのか。これらは

無視できないポイントである。（SU・ミドル）  

 アライアンスを進めていく中で、戦略をどう構築していくのか、どのよう

な情報を収集して分析していくのかが重要になっていくと考えている。

（SU・ミドル）  

 シード段階では、戦略と契約が重要である。他社・大学と共同開発を行う
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際、将来的に自社の権利を守るために契約をしっかりとしておく必要があ

る。契約文言については弁護士レビューも行っている。（SU・レイター）  

 共同研究をどういう目的でやるのか、成果をどう扱うか、秘密情報をどう

扱うか等、ディープテック企業は契約と知財を切り離せない。（SU・シード） 

 契約機能は、IPO まではやや手薄であったが上場に備えて人員を増強し、体

制を整備していった。やはり IPO が迫ってくると、法的な話も増えてくる

ので体制強化が必要になる。（SU・ IPO）  

 

＜協業先に開示する情報の範囲＞  

 連携ありき、という点がスタートアップならではの話だと思う。そのため、

情報管理的な面が重要な場面はあるだろう。（外部知財人材）  

 他社とのアライアンスを前提とした初期交渉時に提供する情報の範囲な

ど、気を付けなければならない点は多い。NDA を締結しているから全部大

丈夫という意識があるのか、大企業から言われるままに情報を出しすぎて

しまっているようなことが気になることもある。（外部知財人材）  

 

＜自社知財を協業先に対する信頼の証左として活用＞  

 共同開発の候補先と話を進める際にも、やはり知的財産を保有しているこ

とが信頼を担保するものとなる。こうしたステークホルダーに対して自社

の確からしさを説明し得るツールとして権利を捉えている。周囲に対する

信頼性を高めるという意味で、ブランド力につながっているのではないか。

（SU・アーリー）  

 パートナーシップを締結する際、パートナー選定の判断要素の一つが知財

情報である。例えば、パートナーの競合も見てどちらが良いのか検討する

際に知財情報からヒントを得られることがある。また、協業していこうと

いうときには、当社と組むことでどのようなメリットがあるのかアピール

する必要があるが、当社が知財を持っていることは交渉のカードとして役

立っている。（SU・レイター）  

 オープン領域でどのように仲間を集めていくかというときに、当社が知財

を持っていることは相手にとって安心材料になる。（SU・レイター）  

 

＜ライセンスインに際しての交渉＞  

 シーズ段階でライセンス交渉が必要になってくる場合は、初期から知財に

詳しい人がいるとよい。（SU・シード）  
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（ⅶ）その他  

 

 スタートアップの内部人材が持っておくべきスキルとして、アンテナ以外では

外部人材においても多くの指摘があったマインド・姿勢等に関する点が挙げられ

た。  

 

【ヒアリング調査で得られたコメント例（一部再掲）】  

＜スピード感とコミュニケーション力＞  

 スタートアップで働く人材は、もれなく多忙であるので、タイムマネジメ

ントのスキルは必須であろう。タイムマネジメントに関連した点として、

的確かつ迅速に業務を取り仕切れるスキルも必要だと感じている。（外部知

財人材）  

 チャットで気軽にやり取りできる等のコミュニケーション能力が必要だと

感じる。（外部知財人材）  

 ベンチャー内部で知財専門の人は大変。かなりコミュニケーション能力が

求められる。経営者や研究者とうまくいかずにやめてしまうはめに陥る。

経営者・研究者をうまく説得するスキルが必要。（外部知財人材）  

 知財機能を発揮するにあたり、外部との連携が必要となる場面もあるが、

スピード感を持って外部とのコミュニケーションを進められないと厳しい

だろう。（SU・アーリー）  

 少なくとも最初のひとりは、そのときどきで必要な知財機能を判断して外

部人材とつなげられるような人がよい。CEO や CTO とコミュニケーション

をとりながら、社内の交通整理をして必要なところに正しい情報がいくよ

うにしていく必要がある。（SU・ミドル）  

 いわゆるコンピテンシーという考え方を取り入れて、当社に必要な人はこ

ういう人だという方針を出して採用している。周りとしっかりコミュニケ

ーションできること、相手が言わんとすることを理解して伝え合えること、

決められた期限に間に合わせること、創意工夫しながら取り組めること等

の重要な軸を作り、面接でしつこいくらいに具体的エピソードを聞き、評

価した人材を採用している。（SU・レイター）  

 特にアーリーやミドルあたりの段階までであれば、専門家ほどの深い知識

は必ずしも必要ではなく、むしろ社内のハブとなって経営層および外部知

財人材との連携をできるとよい。（外部知財人材）  

 内部知財人材は発明者ではないので、発明者とコミュニケーションして権
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利化できる部分を抽出していくことが必要となる。そのため、知識だけで

なくコミュニケーションも重要だろう。（SU・アーリー）  

 

＜何でもやるという姿勢・マインド＞  

 与えられた業務をこなすだけでなく、仮説を立てて自律的に動ける人材が

必要だと感じる。（外部知財人材）  

 ゼロベースで知財体制を構築しなければならないため、様々な人とコミュ

ニケーションを取りながら、能動的に仕事を見つけていける人も向いてい

ると思う。（外部知財人材）  

 インハウスの弁理士の場合、大企業のように知財の仕事 100％という訳には

いかないため、自らの役割を超える姿勢は必要だと感じる。（外部知財人材） 

 知財業務は多岐にわたるため、必ずわからないことが出てくる。わからな

いところを自覚して、うまく外から吸収していくことが大事。また、スター

トアップの場合は、事業の方向性が変わってこれまで取った特許が不要に

なったり、知財に関する価値観が変わったりするということがよくあるの

で、状況が変化しても柔軟に考えられる人がよい。（SU・ミドル）  

 もちろん知財人材としての専門性も重要だが、スタートアップはイチから

組織を作っていかないといけないので、専門性だけで選ぶと上手くいかな

いと思う。社内に仕組みが無いならば、どういう仕組みがあるよいか、どう

形にしていくといいか、どう周りの人たちを巻き込んで行ったらいいか、

といった考え方や行動が必要。前の会社ではこうでしたよ、と話すだけで

はダメ。（SU・レイター）  

 インハウスの知財人材は、おそらく入社したら役割を限定せず何でもやる

ように求められるだろう。その意味では、無理にスキルを定義しなくても

よいのだろう。定型業務に飽きた人材が来ることが多いので、変にスキル

を定義しなくてもよい。（SU・アーリー）  

 出願等、範囲や役割を限定した考えを持たない方がよい。（SU・アーリー） 

 もともと契約・知財担当で入社したが、人事、経理等、他の仕事を何でもや

っていた。（SU・シード）  

 スタートアップの場合は、スキル（できるかできないか）ではなく、やるか

やらないかが重要である。（SU・シード）  

 

＜ビジネスと知的財産に関する感覚＞  

 ビジネスと知的財産の整合性に関する意識は持っておけると良い。常に、
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現有知財がビジネスに適合しているかどうかをチェックできる目線は必要

であると思う。（外部知財人材）  

 ミドル・レイター期になると、知財戦略のグランドデザインができていて

細かい話になってくるので、知財部の経験者等の知財担当者が仕事してく

れると、やりやすい。（外部知財人材）  

 インハウスとして確保する知財人材像としては、大企業の知財部を経験し

ているとやりやすいのではないか。（外部知財人材）  

 企業の知財部にいくと経営戦略にいかに生かすかが重視され、そういった

経験を積み重ねてきた。（SU・ミドル）  

 何のためにその知財活動をするのか理解していなければいけない。（ SU・

IPO）  

 

４．  体系整理  

 

（１）  スキル・マインドの整理  

 

 調査結果を踏まえて整理されたスキル・マインドおよび知財アンテナについて、

これからスタートアップ支援に参画していきたいと考えている外部知財人材や、

知的財産に関する活動を十分に行えていないと感じているスタートアップを対

象とした資料をとりまとめた。  

 当該資料については「スタートアップの事業成長に貢献する知財人材のスキ

ル・マインドセット  －整理編－」と題し、外部知財人材に求められるスキル・

マインドと、内部人材に求められる知財アンテナについて、それぞれ具体的にポ

イントを記載する方式とした。  

 なお、当該資料については、本報告書の資料編もしくは別冊を参照されたい。 

 

（２）  事例集の作成  

 

 主にヒアリング調査結果をもとに、外部知財人材のスキル・マインド活用例や

内部人材の知財アンテナ活用例を紹介する事例集をとりまとめた。  

 当該事例集については、「スタートアップの事業成長に貢献する知財人材のス

キル・マインドセット  －事例編－」と題し、上述の整理編と対になる形式とし

た。  

 内容はヒアリング調査結果をもとにした対談形式の構成を中心としつつ、外部
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知財人材や内部人材のモチベーション向上を目的として、VC 等の支援機関から

あがっている声等も参考として掲載した。  

 なお、当該事例集については、本報告書の資料編もしくは別冊を参照されたい。 
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IV ．  調査結果の分析・とりまとめ  

 

１．知財人材に必要なスキル  

 

（１）スタートアップの知財意識  

 

 まず、スタートアップにおいては一定の知財意識がある一方で、内部資源等の

問題で十分な活動をできていない状況であるケースも多い。例えば特許や商標に

ついては一定数のスタートアップにおいて活動を確認できるものの、その活動時

期については必ずしも初期段階ではないこともうかがえる。また、調査や侵害対

応、体制・規程整備等については、必要性を認識しつつもリソースの問題で後回

しになっているケースも少なくない。  

 

（２）外部知財人材に求められるスキル  

 

 本調査研究では、調査結果として外部知財人材に求められるスキルを知的財産

に関する専門性、ビジネスに関する知識、俯瞰力、説明力、連携力、対応力、共

感力、積極性、発信・行動力の 9 つで整理してきた。これをさらに上位概念化す

ると、（ⅰ）幅広い知財専門知識、（ⅱ）一定のビジネス知識、（ⅲ）スタートアッ

プに伴走するマインド・姿勢として整理することもできる。  

 

図表  IV-1 外部知財人材に求められるスキル概要  

 

出所）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社作成  

（ⅰ）幅広い
知財専門知識

（ⅱ）一定の
ビジネス知識

（ⅲ）スタートアップに
伴走するマインド・姿勢

支援のベースとなる
知識・スキル

知識・スキルを十分に
活用するための
マインド・姿勢



- 92 - 

 

（ⅰ）幅広い知財専門知識  

 

 外部知財人材としてスタートアップに貢献していくことを目的とする以上、知

財専門性というスキルは大前提となるものであり、その点を欠かすことはできな

い。本調査研究の結果、外部知財人材に必要な知財専門性は的確な出願書類を作

成できるスキルだけではなく、知財戦略や契約関連、営業秘密管理、調査技術等、

広範にわたっているものであるとの示唆が得られた。  

 スタートアップにおいては、例えば事業戦略と知財活動の融合という観点での

悩みも聞かれるところから、出願だけではなく広くビジネス全体を見ながら支援

することが求められる。  

 

（ⅱ）一定のビジネス知識  

 

 また、知財専門性以外の要素として、一定のビジネス知識を保有していること

が有効であるとの示唆も多く得られた。  

 この点については、必ずしも専門レベルでの知識を要するわけではないが、「ス

タートアップのビジネスモデルを理解して知財専門性を発揮する」、「スタートア

ップ経営者と同じレベルでコミュニケーションをできるようにする」、「資金調達

に向けた助言をできるようにする」等の場面で活きてくるものとして整理され得

る。  

 

（ⅲ）スタートアップに伴走するマインド・姿勢  

 

これらに加えて、スタートアップ支援に際して重要となる要素として、マイン

ドや姿勢といった領域をあげる声が多く聞かれたところである。  

スタートアップにおいては人材等の内部資源が充足されていないケースも多

いことから、例えば外部知財人材が「自身の役割を限定せず、何でもやる」とい

うマインド・姿勢や、「おせっかいであっても、そのスタートアップにとって有

益な提案を行う」という積極性、「専門知識のないスタートアップに対して、平

易な言葉で説明する」という対応力等が求められる。これらは、スタートアップ

支援に関わる人材全般に当てはまる要素だとも捉えられるが、当然外部知財人材

にとっても例外ではない。  

 



- 93 - 

 

（３）内部人材に求められるスキル  

 

 スタートアップ内部に知財専門性を持った専任者が存在するケースはまだ多

くない。本調査研究では、そのような体制であったとしても、経営者等の内部人

材にとって必要な知財スキルを「知財アンテナ」という言葉を使って整理してき

た。これは、必ずしも知的財産に関する専門的知識までは求めないが、ビジネス

における各場面において「このようなケースだと知的財産に関連する論点がある

はずだ」という感覚を保有しておくというコンセプトで整理したものである。  

 

（ⅰ）ビジネスプロセスと知財アンテナ  

 

 スタートアップのビジネスプロセスは、厳密に考えると業態等によって異なる

部分はあるが、本調査研究では一般的なプロセスとして「①アイデア・知の創造

⇒②ビジネスモデルの検討⇒③商品・サービスのリリース」という流れを核とし

ながら、さらにスタートアップのビジネスにおいて外せない要素として「④リス

ク対応・体制整備、⑤投資家からの資金調達、⑥パートナーとの協働」を加えた

モデルで検討した。  

 

図表  IV-2 スタートアップのビジネスフローと知財アンテナ（再掲）  

 

出所）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社作成  

アイデア・知の創出 ビジネスモデルの検討
商品・サービスの

リリース

投資家・投資機関 パートナー

 アイデアアン ナ
新たなアイデア・知の 出・活用時

② ビジネスモデルアン ナ
競合と比較した訴求ポイントの検討時

③ 発信アン ナ
社外発信時

④ リスク対応・体制アン ナ
リスク対応・体制構築時

⑤ 資金アン ナ
資金調達検討時

⑥ 連携アン ナ
他社との協業時

ビジネスフローと知財アン ナ

持続的な経営
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 内部に知財専門性を有していない場合であっても、経営者等がこうしたアンテ

ナだけを立てておき、そのアンテナが反応した場面で外部知財人材と連携できる

ような動き方をできることが望ましい。ただし、外部知財人材に任せきりにする

ということではなく、外部知財人材からの助言を得たうえで、最終的な判断等は

経営者等が行うことになる。  

 なお、内部で知財専任人材を確保できている場合には、その人材が当然こうし

たアンテナを持つとともに、動き方についてはむしろ外部知財人材に求められる

スキルに近くなることも想定される。また、目指していくベンチマークとして、

特許庁が公開している知財人材スキル標準 version2.0 も参考になるとの意見がス

タートアップ側から得られている。  

 

２．スキルの獲得・向上に向けて  

 

本調査研究は、スタートアップの事業成長に際して知財人材が発揮するべきス

キルという観点で整理をしてきたものである。この点については、上述のとおり

一定の体系整理をできたところであるが、この考え方を知財人材へ普及し、定着

させていくことは今後の課題となり得る。  

ヒアリング調査では、前職の経験が活きているというケースも多く聞かれたと

ころであるが、これからスタートアップの事業成長に貢献できる知財人材を増や

していくうえで、ある程度一般的な整理をしていくことも求められる。  

 

（１）普及・定着のステップ  

 

スキルの普及・定着に関する手法論等は、様々なものが提唱 14されており、そ

れを主たるビジネスとして展開している企業等も存在している。  

本調査研究では、人材育成やスキル定着等を主たるビジネスとして展開してい

る有識者にヒアリング調査を実施したところであるが、その調査結果を踏まえる

と例えば以下のようなステップが考えられる。  

  

 
1 4  例えば、教育学者のベンジャミン・ブルームが提唱した思考の 6 段階モデル等が知られている。当

該モデルでは、思考の段階を「知識⇒理解⇒応用⇒分析⇒統合⇒評価」と分解して整理しており、各

段階での学びを得ていくことの重要性を指摘している。  
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図表  IV-3 知財創造教育の普及・実践プロセス例  

 

出所）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社作成  

 

（２）普及・定着を目的とした機会の創出  

 

 上述のとおり、いずれにしても本調査研究の成果等を社会実装していくための

仕掛けが必要であると考えられる。  

 

（ⅰ）知るための機会  

 

 本調査研究の結果として整理したとおり、スタートアップの事業成長に貢献す

る知財人材には、広範な知財専門知識だけでなく、一定のビジネス知識やマイン

ド・姿勢等の面からのスキルも求められる。  

 したがって、本調査研究で整理した各スキル要素を体系的に学ぶための機会提

供が必要であると考えられる。例えば、本調査研究の成果物をセミナーやイベン

トの場でスタートアップや知財人材に対して情報発信するとともに、現在スター

トアップ支援等で活躍している外部知財人材によるレクチャー、スタートアップ

に対するビジネスコンサルティングを手掛けている人材によるレクチャーを実

施することも考えられる。具体案として、特許庁が実施するスタートアップに対

する伴走支援事業（ IPAS）等において、スタートアップやメンターに対して情報

発信することが考えられる。また、特にマインド・姿勢という側面については、

そのような観点も含めた研修事業等を展開している者も一定数存在していると

ころ、官民で協業していく可能性も考えられる。こうしたレクチャー教材を、特

知る 活用してみる

• 現場実習の機会提
供もしくはケーススタ
ディ素材等の提供

他者に教える

個人としてのスキル向上プロセス 知財人材の
拡充プロセス

• 本調査研究の成果
等を学べる機会・講
座等の提供

• 一定の経験をした知
財人材がスキルを活
用して他者へ伝承す
る機会の設置
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許庁の IP BASE15等に掲載するのも一案であろう。  

 なお、本調査研究で実施した委員会では、知ってもらう機会として知的財産管

理技能検定等との連携も考えられるとの意見があった。例えば、本調査研究の成

果等を、検定試験問題やテキストの中に入れたり、あるいは資格取得後の研修で

扱ったり合格者のメーリングリストで情報を流したりすることが考えられる。  

 また、特に外部知財人材に知ってもらう内容として「一定のビジネス知識」に

関する意見もあり、いかにして知的財産に関する知識だけでなくビジネスの知識

を習得できる機会を作っていくかが重要であるとのことであった。  

 加えて、スタートアップの経営者の知財意識をより高めるための施策も必要で

あるとの意見もあった。例えば、スタートアップの外側にいて、スタートアップ

が信頼しているプレーヤーから知的財産に関する話をしてもらうのも一案であ

る。VC はその最たるところではあるが、それだけではなく様々なプレーヤーへ

の働き掛けも考えられる。  

 

（ⅱ）活用する機会  

 

 スキル獲得・定着に際して、実際に自分で実践してみることの重要性は、本調

査研究で実施したヒアリング調査でも指摘されている。  

 もちろん、すぐに実践できる機会が身近にある知財人材であればそれを活用す

るのが最善ではあるが、すべての知財人材がそのような環境に置かれているわけ

ではないことを考慮すると、何らかの機会創出を考えていく必要がある。  

 例えば、既に特許庁や様々な自治体等でもスタートアップに対する伴走支援事

業（ IPAS 等）が展開されているが、外部知財人材であればそのような支援の現場

にメンターとして同席し、現場実習 16できる機会等が考えられるほか、内部人材

にとっても本調査研究で整理したアンテナを立てられる機会となり得る。特に外

部知財人材にとっては、やはり企業と密に接する場を経験することでビジネス感

覚をつかみやすくなるという意見もあり、こうした機会創出は重要であろう。  

 一方、このような場については必ずしも多数あるわけではなく、支援先企業の

数が限られているため、場を創出してもそれに参加できる外部知財人材や内部人

 
1 5  特許庁が運営している WEB サイトであり、「スタートアップがまず見るサイト」「知財専門家とつな

がるサイト」というコンセプトのもと、各種情報を随時公開している。  

https:// ipbase.go.jp/  (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
1 6  例えば関東経済産業局でも中小企業に対する知財経営支援の経験が少ない知財人材を対象として、

ベテラン専門家による支援現場へ同席しスキル獲得を目指す機会を提供している。  

https://www.kanto.meti .go.jp/seisaku/chizai/data/kanto_suishinkeikaku2022.pdf  (最終アクセス 2023 年 3 月

13 日 ) 

https://ipbase.go.jp/
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/chizai/data/kanto_suishinkeikaku2022.pdf
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材の数は限定的となることが想定される。  

 したがって、疑似的にでも体験をできる機会 17もあわせて提供できるとさらに

効果的であると考えられる。例えば、スタートアップに関する仮想事例を作成し、

それを素材としたケーススタディをワークショップの形式等で企画する等が考

えられる 18。また、こうした研修型の場においては、あえて失敗を経験するよう

な機会も効果的であるとの意見がヒアリング調査からも得られており、設計上は

工夫を要する。  

 なお、本調査研究で実施した委員会においては、例えば IPAS に参加するスタ

ートアップや専門家に本調査結果をインプットしたうえで、実際に活用してもら

うことも一案であるとの意見があった。  

 

（ⅲ）他者に教える機会  

 

 本調査研究で実施したヒアリング調査でも、知るという段階と実践するという

段階の後に、他者に教える（教えられる）という段階が本来的にはあるという意

見があった。  

 スタートアップの事業成長に貢献できる知財人材のさらなる拡充という観点

からも有益な示唆であり、（ⅰ）（ⅱ）の先にこのような機会の創出を検討してい

くことも意義があると考えられる。  

 順番的には、まずは（ⅰ）（ⅱ）が優先されると思われるが、それらを習得した

知財人材が一定数創出されてきた段階で、その知財人材とこれからスタートアッ

プにおける事業成長に貢献していきたいと考える知財人材が交流できる場等を

設置することも一案である。  

 

３．その他今後の検討事項  

 

委員会において、上記以外の観点でも今後の検討事項に関する意見が出ていた。

例えば、スタートアップにおいては特許や商標等に限らず、著作権やデータ利活

用等に関わるような知的財産が論点となることも想定され、そのような観点から

の事例収集等も考えられる。  

また、本調査研究では主に外部知財人材や内部人材のスキル等を整理したとこ

 
1 7  IPAS ではこれに類する機会として「ナレッジシェアプログラム」を提供している。  

https:// ipbase.go.jp/specialist /guidance/04 -03-01.php (最終アクセス 2023 年 3 月 13 日 ) 
1 8  例えば、関東経済産業局や中部経済産業局、九州経済産業局等では、これまでに中小企業支援者を

対象として、標準化ビジネスアドバイザー育成講座を開催し、その中で仮想事例を題材としてワーク

ショップを開催した実績がある。  

https://ipbase.go.jp/specialist/guidance/04-03-01.php
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ろであるが、今後そのスキルを習得した者に対して資格等を付与し、スキルを保

有していることを可視化していくことも考えられるとの意見もあった。  

  



 

 

 

 

資料編 

 

 

 



 

 

 

  



 

 

 

 

資料Ⅰ 
公開情報調査 
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Ⅰ．公開情報調査対象一覧  

 

# 文献等名  著者  掲載先等  掲載年  

1 
「知財人材のスキルの明確化

に関する調査研究」報告書  

金 沢 工 業

大学  

平成 18 年度経済

産業省委託事業  
2007  

2 

企業の知財戦略の変化や産業

構造変革等に適応した知財人

材スキル標準のあり方に関す

る調査研究報告書  

み ず ほ 情

報 総 研 株

式会社  

平成 28 年度特許

庁産業財産権制

度問題調査研究

報告書  

2017  

3 

知財戦略支援から見えたスタ

ートアップがつまずく 14 の課

題とその対応策  

特 許 庁 総

務 部 企 画

調査課、デ

ロ イ ト ト

ー マ ツ グ

ループ  

IP BASE  2020  

4 
弁理士に求められるスキル標

準に関する調査研究報告書  

PwC コ ン

サ ル テ ィ

ン グ 合 同

会社  

令和元年度特許

庁産業財産権制

度問題調査研究  

2020  

5 

「リサーチ・アドミニストレー

ターを育成・確保するシステム

の整備（スキル標準の作成）」成

果報告書  

国 立 大 学

法 人 東 京

大学  

平成 25 年度科学

技術人財養成等

委託事業  

2014  

6 
スタートアップ・大学を中心と

する知財エコシステムの強化  

内 閣 府 知

的 財 産 戦

略 推 進 事

務局  

スタートアップ・

大学を中心とす

る知財エコシス

テムの在り方に

関する検討会（第

１回）  

2022  

7 

スタートアップ・大学を中心と

する知財エコシステムの強化

に向けた施策の方向性  

ス タ ー ト

アップ・大

学 を 中 心

と す る 知

財 エ コ シ

スタートアップ・

大学を中心とす

る知財エコシス

テムの在り方に

関する検討会  

2022  
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ス テ ム の

在 り 方 に

関 す る 検

討会  

8 
スタートアップ・エコシステム

の現状と課題  

内 閣 府 科

学技術・イ

ノ ベ ー シ

ョ ン 推 進

事務局  

総合科学技術・イ

ノベーション会

議イノベーショ

ン・エコシステム

専門調査会  

（第４回）  

2022  

9 
現場からベンチャーの知財マ

ネジメントを考える  
佐藤辰彦  

VENTURE 

REVIEW No.30 

September 2017  

2017  

10 

スタートアップの特許出願を

巡る諸問題−現実とベストプラ

クティス−  

大谷寛  
パテント Vol. 67 

No. 6 
2017  

11  
スタートアップのための特許

戦略と落とし穴  

ポール・ト

ミ タ （ 翻

訳 ： 泉 卓

也）  

パテント Vol. 71 

No. 6 
2018  

12 
スタートアップの新規性喪失

を巡る一考察  

相澤聡、  

石黒弘介、

緒方昭典、

田中久子、

野本裕史、

大谷寛  

パテント Vol. 72 

No. 1 
2019  

13 
スタートアップの資金調達と

知的財産権の役割  

渡辺浩司、

武井健浩  

パテント Vol. 74 

No. 1 
2021  

14 

中小企業ベンチャースタート

アップの知財担当者のための

知財戦略ガイド  

日 本 弁 理

士 会 特 許

委員会第 4

部会  

日本弁理士会  2021  

15 
スタートアップの知財を支援

する専門家向け手引き書  
特許庁  IP BASE  2021  
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16 
ゼロからの知財戦略－スター

トアップの考え方から学ぶ－  
大谷寛  

知財管理  Vol.71 

No.5 
2021  

17 

スタートアップが直面する知

的財産の  課題に関する調査研

究報告書  

三菱 UFJ リ

サ ー チ ＆

コ ン サ ル

テ ィ ン グ

株式会社  

令和 3 年度特許

庁調査研究報告

書  

2022  

18 
知財人材の流動化に関する調

査研究報告書  

一 般 財 団

法 人 知 的

財 産 研 究

教 育 財 団

知 的 財 産

研究所  

令和 2 年度特許

庁産業財産権制

度問題調査研究

報告書  

2021  

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

資料Ⅱ 
アンケート調査 
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Ⅰ．調査概要  

 

 スタートアップ企業を対象としたアンケート調査では、スタートアップデー

タベース（ INITIAL）および大学発ベンチャーデータベースから抽出した 3,311

社に調査票を発送 19し、366 社からの有効回答を得た（回答率 11.1%）。  

 なお、回答方法は紙媒体・電子媒体・WEB の 3 種類を用意した。  

 

Ⅱ．回答者の属性  

 

１．業種  

 

 回答者の主たる事業内容は以下の通りであった。  

 

 

 

 

２．成長段階  

 

 回答者の成長段階は以下の通りであった。  

 

 

  

 
1 9  3,998 社へ発送したが、移転等の影響で不着が一定数あり、最終的な発送数は 3,311 件となった。  

農業・林

業・漁業
建設業

電気・ガ

ス・熱供

給・水道業

製造業
情報通信

業

運輸業・郵

便業
卸売業 小売業

金融業・保

険業

2.2% 1.4% 1.1% 31.4% 20.8% 0.3% 1.4% 1.9% 1.1%

不動産業・

物品賃貸

業

学術研究・

専門・技術

サービス業

宿泊業・飲

食サービス

業

生活関連

サービス

業・娯楽業

教育・学習

支援業
医療・福祉

その他サー

ビス業
その他

0.3% 12.8% 0.3% 2.2% 2.7% 10.4% 6.0% 3.6%

シード アーリー エクスパンション レイター IPO

23.2% 39.3% 25.7% 7.7% 4.1%
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３．内部知財体制  

 

 回答者の内部知財体制は以下の通りであった。  

 

 

 

 

４．アンケート調査票  

 

 

  

専任の知財担当者がいる 兼任の知財担当者がいる 担当者はいない

9.3% 44.3% 45.9%
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資料Ⅲ 
ヒアリング調査 
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Ⅰ．ヒアリング調査項目  

 

１．スタートアップに対するヒアリング調査  

 

（１）自社の知財機能について  

 

 これまでに実施した知財業務と実施タイミング、優先順位  

 自社のビジネス・事業推進上、重要であったと感じる知財機能とその

理由  

 各知財業務の実施者（内部実施（バックグラウンド）、外部者（バック

グランド・属性）の支援を受けて実施等）  

 

（２）知財体制・人材について  

 

 外部からの支援を受けた項目について、その経緯（探し方や選定基

準）と感じた有用性  

 社内で対応すべきと考える知財機能の範囲（CEO として持っておくべ

き知財の視点）  

 社外の知財人材を活用する場合、その人材がどこにいると活用しやす

いか？（特許事務所、VC 等）  

 知財人材にどのようなスキルがあるとよいか？（知識面、コミュニケ

ーション面、思考・視点面、バックラウンド・属性等）  

 

２．外部知財人材スタートアップに対するヒアリング調査  

 

（１）スタートアップへの対応について  

 

 どのようなスタートアップの、どのようなニーズ・課題に対応するこ

とが多いか  

 通常の知財業務との違いや苦労する点等  

 他の人材との協働経験  

 

（２）知財人材のスキルについて  
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 スタートアップへ価値提供する際に必要となるスキル（知識面、コミ

ュニケーション面、思考・視点面等）  

 どのようにしてそのスキルを身につけてきたか？  

 スタートアップへの価値提供にあたり、今後さらに身につける必要が

あると思うスキル  

 SU 内部の人材にどのようなスキルがあるとよいか？（知識面、コミュ

ニケーション面、思考・視点面等）  

 

３．スキル有識者等に対するヒアリング調査  

 

（１）現在の取組について  

 

 現在実施している活動の概要  

 人材育成という観点での取組内容  

 

（２）スキルの考え方について  

 

 人材育成において目標としている／重視しているスキル  

 人材育成上の課題  

 スキルを定着させるうえでの工夫等  

 

  



 

 

 

 

 

資料Ⅳ 
委員会の開催 
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Ⅰ．委員会の開催  

 

 本調査研究において、以下の要領で 4 回の委員会を開催した。  

 

回次  第一回委員会  

日時  令和 4 年 10 月 3 日（月）13:00～15:00  

実施形式  WEB 会議形式  

議事  

（１）本事業の概要について  

（２）公開情報調査結果  

（３）アンケート調査およびヒアリング調査の方針検討  

 

回次  第二回委員会  

日時  令和 4 年 12 月 2 日（金）13:00～15:00  

実施形式  WEB 会議形式  

議事  

（１）スタートアップ企業の知財意識について  

（２）アンケートおよびヒアリング調査結果とスキル整理の

方向性（案）  

 

回次  第三回委員会  

日時  令和 5 年 1 月 16 日（月）13:00～15:00  

実施形式  WEB 会議形式  

議事  

（１）スタートアップで知財機能を発揮するためのスキル・マ

インド整理  

（２）事例集の構成  

（３）報告書の構成  

 

回次  第四回委員会  

日時  令和 5 年 3 月 1 日（水）13:00～15:00  

実施形式  WEB 会議形式  

議事  

（１）スキル・マインド整理の最終案  

（２）事例編の最終案  

（３）報告書案および調査研究の総括  

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

資料Ⅴ 
スタートアップの事業成長に貢献する 

知財人材のスキル・マインドセット 

－整理編－ 
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資料Ⅵ 
スタートアップの事業成長に貢献する 

知財人材のスキル・マインドセット 

－事例編－ 
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